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「食肉、家禽及び乳製品」の「SASB スタンダード」に対する 

修正案
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「SASBスタンダード」について 

2022 年 8 月時点で、IFRS 財団の国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は「SASB スタンダー

ド」についての責任を引き受けた。ISSBは、「SASBスタンダード」を維持し、向上させ、進展させ

ることを約束し、作成者及び投資者が「SASB スタンダード」を使用し続けることを奨励している。 

IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」（IFRS S1 号）は、企

業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会

を識別する際に、企業が「SASB スタンダード」における開示トピックを参照し、その適用可能性を

考慮することを要求している。同様に、IFRS S1 号は、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関

してどの情報を開示するかを決定する際に、企業が「SASB スタンダード」における指標を参照し、

その適用可能性を考慮することを要求している。 

2023 年 6 月に、ISSB は、IFRS S2 号「気候関連開示」に付属する産業別ガイダンスと整合させるた

めに、「SASB スタンダード」における気候関連のトピック及び指標を修正した。2023 年 12 月に、

ISSBは、「SASBスタンダードの国際的な適用可能性」プロジェクトの一環としてに関連して、気候

関連以外のトピック及び指標を修正した。 

発効日 

[20XX 年 XX 月]版の「SASB スタンダード」は、すべての企業について、[日付]以後に開始する報告

期間より発効する。早期適用は認められる。  

2023 年 12 月版の本スタンダードは、すべての企業について、2025 年 1 月 1 日以後に開始する年次期

間より発効する。 

早期適用は、すべての企業について認められる。  
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はじめに 

「SASBスタンダード」の全体像 

「SASB スタンダード」は、77 の産業固有のサステナビリティ会計基準（「SASB スタンダード」又

は「産業別基準」）のセットであり、「Sustainable Industry Classification System®」（SICS®）に

従ってカテゴリー分けされる。 

「SASB スタンダード」には、次のものが含まれる。 

1 産業の説明：当該説明は、ビジネス・モデル、活動及び当該産業への参加を特徴付ける

（characterise）他の共通の特徴（features）を説明することにより、企業が適用される産業ガ

イダンスを識別することを支援することを意図している。 

2 開示トピック：特定の産業内の企業によって行われる活動に関連する、特定のサステナビリティ

関連のリスク又は機会を記述している。 

3 指標：開示トピックに付随し、個別に又はセットの一部として、特定の開示トピックについて企

業のパフォーマンスに関する有用な情報を提供するように設計されている。 

4 技術的プロトコル：定義、範囲、適用及び関連する指標の表示に関するガイダンスを提供する。 

5 活動指標：企業による特定の活動又は事業の規模を定量化するものであり、データを正規化して

比較を容易にするために、3 で参照される指標と組み合せて使用することを意図している。 

「ISSB 基準」の導入の一部として「SASB スタンダード」を用いる企業は、関連する ISSB の適用ガ

イダンスを考慮すべきである。 

「ISSB 基準」から独立して「SASB スタンダード」を用いる企業については、「SASBスタンダード

適用ガイダンス」がすべての「産業別基準」の使用に適用されるガイダンスを設定しており、本スタ

ンダードの一部とみなされる。「産業別基準」に含まれる技術的プロトコルにおいて異なるように示

されていない限り、「SASB スタンダード適用ガイダンス」におけるガイダンスは、「産業別基準」

における指標の定義、範囲、適用、調製及び表示に適用される。 

歴史的に、「SASB 概念フレームワーク」は、サステナビリティ会計についての基準設定に対するア

プローチにおいて SASB スタンダード審議会を導く基本的な概念、原則、定義及び目的を示した。   
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「SASBスタンダード」基準の使用 

「SASB スタンダード」は、短期、中期又は長期にわたり、企業の見通しキャッシュ・フロー、当該

企業のファイナンスへのアクセス又は資本コストに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサ

ステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報を企業が開示するためのガイダンスの情報源とな

ることを支援することを意図している。 

適用される「産業別基準」、開示トピック及び指標の識別 

企業は、どの「産業別基準」及びどの開示トピックが自身のビジネスに適用されると関連するか、並

びに、どの関連する指標を報告するかを決定する。一般的に、企業は、SICS®において識別されるよ

うに、主要な産業に固有の「SASB スタンダード」を用いるべきである。しかしながら、複数の

SICS®産業において実質的なビジネス活動を有する企業は、複数の追加的な「SASB スタンダード」

における開示トピック及び関連する指標を参照し、その適用可能性を考慮すべきである。 

「SASB スタンダード」のに含まれる開示トピック及び関連する指標は、一般目的財務報告書の利用

者投資者に有用である可能性があるものとして識別された。したがって、「SASB スタンダード」は、

利用者にとって重要性がある（material）情報を提供するサステナビリティ関連財務開示を、企業が

作成することを支援する。しかしながら、重要性（materiality）は企業固有の評価であり、どのよう

な事項について情報を提供すべきかを決定し、どのような開示が重要性がある（material）情報を構

成するのかを評価する重要性（materiality）の判断及び決定を行う責任は報告企業にある。 

ISSB は、「SASB スタンダード」の適用に関連する、次の教育的資料を公表している。 

(a) サステナビリティ関連のリスク及び機会、並びに重要性がある情報の開示」（2024 年） 

(b) IFRS S1 号における要求事項を満たすための『SASB スタンダード』の使用」（2024 年） 

(c) ISSB 基準』を適用する場合の ISSB 産業別ガイダンスの使用」（2025 年） 

「ISSB 基準」から独立した「SASB スタンダード」の使用 

「SASB スタンダード」は、IFRS S1 号を適用する際のガイダンスの情報源となるが、「IFRS サス

テナビリティ開示基準」を適用していない企業であっても、サステナビリティ関連のリスク及び機会

に関する重要性がある（material）情報を開示するために「SASB スタンダード」を使用することが

できる。 

「SASB スタンダード」の一部の指標は、IFRS S1 号及び IFRS S2 号への参照を含んでいる。これら

の基準を適用していない作成者は、これらの参照を他の基準やフレームワークへの参照と同様に扱う

べきである。   
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産業の説明 

「食肉、家禽及び乳製品」産業は、生の又は加工された動物製品を生産する。これは、人及び動物が

消費するための牛肉、豚肉、家禽肉、卵及び乳製品を含む。重要な（important）活動には、動物の

飼育、生きた動物の輸送、屠殺、加工及び梱包が含まれる。この産業の最も大規模な企業は国際的に

事業を営んでおり、企業は生産する動物製品の種類によって程度はさまざまであるが垂直統合されて

いる。産業の大規模な事業者は、典型的には、動物の仕入れを契約農家又は独立の農家に依存してお

り、これらの農家の事業に対する統制の程度はさまざまである場合がある。一部の企業は、農家に流

通させるための自社の家畜飼料を生産する。この産業は、通常、主として製品を、「加工食品」産業

の企業のほかに、飲食店、ホテル、カフェテリア及び家畜及びペットの餌の消費者並びに食料品の小

売業者を含む主要な最終市場に完成品を流通させる小売の流通業者に販売している。 
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サステナビリティ開示トピック及び指標 

表1. サステナビリティ開示トピック及び指標 

トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

温室効果ガス

排出 

(1)グローバルでの「スコープ 1」
の総排出、(2)メタンの割合及び

(3)排出制限規制の対象となる割

合 

定量 CO2 相当メ

ートル・ト

ン(t)、パー

センテージ

(%) 

FB-MP-110a.1 

「スコープ 1」の温室効果ガス排

出目標及び「スコープ 1」の排出

を管理するための長期的及び短期

的な戦略又は計画、排出削減目標

並びにそれらの目標に対するパフ

ォーマンスの分析についての記述

説明 

説明及び分

析 
該当なし FB-MP-110a.2 

エネルギー管

理 

(1)エネルギー総消費量、(2)購入

した電気の消費量並びに電力系統

からの電気の割合及び(3)(a)自己

生成及び(b)直接契約からの再生

可能電力の消費量エネルギーの割

合 

定量 ギガジュー

ル (GJ)、パ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-130a.1 

水管理 

(1)水源別の総取水量、(2)総消費

水量並びに(3)水ストレスのある

場所からの(a)取水量及び(b)消費

水量の割合及びそれらの「ベース

ライン水ストレス」が「高い」又

は「極めて高い」地域の割合 

定量 メガリット

ル(ML)千立

方メートル

(m³)、パー

センテージ

(%) 

FB-MP-140a.1 

水関連の管理リスク及び機会の記

述並びにそれらを管理するための

当該リスクを緩和するための戦略

及び実務の記述説明（進捗をモニ

タリングするために設定された目

標を含む。） 

説明及び分

析 
該当なし FB-MP-140a.2 

水質の許認可、基準及び規制に関

連する違反事案（ incidents of 
non-compliance）の件数 

定量 数 FB-MP-140a.3 

(1)排出先及び(2)処理レベルごと

の排出された水の総量 
 メガリット

ル(ML) 
FB-MP-140a.4 
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

土地利用及び

生態系へのイ

ンパクト 

発生した動物の排泄物及び堆肥の

量、養分管理計画により管理した

割合 

定量 メートル・

トン(t)、パ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-160a.1 

保全計画要件により管理している

牧草地及び放牧地の割合 
定量 ヘクタール

のパーセン

テージ(%) 

FB-MP-160a.2 

集中家畜飼養事業からの動物性タ

ンパク質生産の割合 
定量 生体重のパ

ーセンテー

ジ (%) メ ー

トル・トン

(t) 

FB-MP-160a.4 

FB-MP-160a.3 

(1)事業の空間フットプリント合

計、(2)撹乱された地域及び(3)復
元された地域 

 平方キロメ

ー ト ル

(km²) 

FB-MP-160a.5 

環境に敏感な場所又はその周辺の

事業の空間フットプリント合計の

割合 

 パーセンテ

ージ(%) 
FB-MP-160a.6 

森林破壊又は転換がないと決定さ

れた直接農場事業から生産された

家畜の割合（進捗をモニタリング

するために設定された目標を含

む。） 

 生体重のパ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-160a.7 

自然及び気候に関連する物理的リ

スクに敏感な直接農場事業からの

優先製品 

 該当なし FB-MP-160a.8 

文書化された養分管理計画を導入

し維持する直接農場事業からの家

畜生産の割合 

 生体重のパ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-160a.9 

食品の安全性 

「世界食品安全イニシアチブ」

（GFSI）による監査(1)不適合率

並びに(2)(a)主要な不適合及び(b)
軽微な不適合の関連する是正措置

率 

定量 比率 FB-MP-250a.1 

「世界食品安全イニシアチブ」

（GFSI）認定の食品安全認証プ

定量 パーセンテ

ージ(%) 
FB-MP-250a.2 
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

ログラムに認証されたサプライヤ

ー施設の割合 

(1)公表された食品安全上の理由

によるリコールの記述数及び(2)
リコールされた製品食品製品の総

重量5 

定量 数、メート

ル・トン(t) 
FB-MP-250a.3 

企業の製品の輸入を制限、禁止又

は一時停止している市場に関する

情報ついての説明 

説明及び分

析 
該当なし FB-MP-250a.4 

(1)自社の事業及び(2)コパッキン

グ事業について国際的に認知され

た食品安全基準によって認証され

たサイトからの生産量の割合 

 パーセンテ

ージ(%) 
FB-MP-250a.5 

バリュー・チェーンを通じて食品

の安全性を確保するためのプロセ

ス、統制及び手続 

 該当なし FB-MP-250a.6 

動物生産にお

ける抗生物質

の使用 

家畜動物の種類ごとの(1)医学的

に重要な（important）抗生物質

及 び (2) 医 学 的 に 重 要

（important）ではない抗生物質

を受けた動物生産の割合 

定量 生体重量の

パーセンテ

ージ(%) 

FB-MP-260a.1 

労 働 力

（workforce）
の健康及び安

全 

(a) 直接従業員及び(b)非従業員労

働者契約社員についての(1)死亡

の数、 (2) 総 記録 災害度数 率

（TRIR）並びに(3)死亡率健康、

安全及び緊急対応研修の平均時間 

定量 数、比率及

び時間(h) 
FB-MP-320a.1 

急性及び慢性の呼吸器の健康状態

を評価し、モニタリングし、緩和

するための取組み（efforts）の記

述 

説明及び分

析 
該当なし FB-MP-320a.2 

動物の健康飼

育及び福祉 

妊娠ストールを使用せずに生産し

た豚肉の割合 
定量 重量のパー

センテージ

(%) 

FB-MP-410a.1 

 
5 FB-MP-250a.3 に関する注記 – 開示には、相当数（a significant amount）の製品に影響を与えた（affected）も

の又は深刻な（serious）疾病若しくは死亡に関連したものなど、重大な（notable）リコールの記述を含めなけ

ればならない。 
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

ケージのない環境から生まれた殻

付き卵の販売割合 
定量 パーセンテ

ージ(%) 
FB-MP-410a.2 

家畜及び認証の種類別の第三者の

動物福祉基準の認証を受けた製品

の割合 

定量 重量のパー

センテージ

(%) 

FB-MP-410a.3 

目標、手続及びバリュー・チェー

ンの統合を含む、動物福祉戦略の

記述 

 該当なし FB-MP-410a.4 

疾病管理の戦略を含む、バイオセ

キュリティに関連するリスク及び

機会の記述 

 該当なし FB-MP-410a.5 

製品イノベー

ション 
サステナビリティ関連のリスク及

び機会に対処するための食品製品

におけるイノベーションの使用 

 該当なし FB-MP-410b.1  

アニマル・サ

プライ・チェ

ーンの環境及

び社会へのイ

ンパクト 

保全計画要件を実施しているサプ

ライヤーからの家畜の割合 
定量 重量のパー

センテージ

(%) 

FB-MP-430a.1 

動物福祉基準を満たすことが検証

されたサプライヤー及び契約生産

施設の割合 

定量 パーセンテ

ージ(%) 
FB-MP-430a.2 

環 境 サ プ ラ

イ・チェーン

管理 

森林破壊又は転換がないと決定さ

れた、調達した(1)家畜及び(2)家
畜飼料の割合（進捗をモニタリン

グするために設定された目標を含

む。) 

 重量のパー

センテージ

(%) 

FB-MP-430b.1  

サプライ・チェーンにおける自然

及び気候に関連する物理的リスク

に敏感な、優先的に調達される家

畜及び家畜飼料 

 該当なし FB-MP-430b.2  

文書化された養分管理計画を導入

し維持する農場から調達した家畜

の割合 

 生体重のパ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-430b.3  

集中家畜飼養事業から調達した動

物性タンパク質の割合 
 生体重のパ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-430b.4  
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

社 会 サ プ ラ

イ・チェーン

管理 

サプライ・チェーンにおける労働

条件及び地域社会へのインパクト

を管理するためのプロセス、統制

及び手続（人権デュー・デリジェ

ンスを含む。） 

 該当なし FB-MP-430c.1 

サプライ・チェーンにおける製品

の経路を追跡する国際的に認知さ

れた基準によって認証された、調

達した家畜飼料の割合 

 コストのパ

ーセンテー

ジ(%) 

FB-MP-430c.2 

過去 3 年間に独立した第三者によ

る監査又は検証の対象となった高

リスク・サプライヤーの割合、並

びに不適合及び是正措置の記述 

 パーセンテ

ージ(%) 
FB-MP-430c.3 

動物及び飼料

の調達 

「ベースライン水ストレス」が

「高い」又は「極めて高い」地域

から調達した動物飼料の割合 

定量 重量のパー

センテージ

(%) 

FB-MP-440a.1 

「ベースライン水ストレス」が

「高い」又は「極めて高い」地域

にいる生産者との契約の割合 

定量 契約のパー

センテージ

(%) 

FB-MP-440a.2 

気候変動によって飼料調達及び家

畜供給にもたらされる機会及びリ

スクを管理する戦略についての説

明 

説明及び分

析 
該当なし FB-MP-440a.3 

表2. 活動指標 

活動指標 カテゴリー 測定単位 コード 

加工及び製造設備の数 定量 数 FB-MP-000.A 

カテゴリー別の動物性タンパク質生

産、第三者から調達した外部委託の割

合6 

定量 種々、パーセンテージ

(%) 
FB-MP-000.B 

(1)従業員及び(2)非従業員労働者の総

数 
 数 FB-MP-000.C 

 
6 FB-MP-000.Bに関する注記 – 動物性タンパク質生産のカテゴリーは、動物（例えば、鶏肉、豚肉若しくは牛肉）

又は製品タイプ（例えば、牛乳若しくは殻付き卵）に基づく場合がある。測定単位は、動物又は製品のカテゴリ

ー（例えば、メートル・トン、数若しくは頭、又はリットル）に適合していなければならない。 



    
サステナビリティ会計基準|食肉、家禽及び乳製品 92 

 

活動指標 カテゴリー 測定単位 コード 

(1)従業員及び(2)非従業員労働者別に

分解した総労働時間 
 時間 FB-MP-000.D 
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温室効果ガス排出 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業は、家畜及びエネルギー集約型産業プロセスの両方から、重大な

（significant）「スコープ 1」の温室効果ガス（GHG）排出を生成している。温室効果ガス GHG 排

出は気候変動の一因であり、気候変動の緩和政策により、食肉、家禽及び乳製品企業に対して、追加

の規制遵守コスト及びリスクをもたらす。この産業の排出の大部分は、動物自身の腸内発酵中のメタ

ンの放出を通じた動物の飼育及び、並びに堆肥の管理貯蔵及び処理から、直接発生する。家畜の飼育

及び生産からの直接排出は、すべての発生源から放出される温室効果ガス GHG 総排出の重大な

（significant）部分を占める。現在、これらの排出源は広く規制されているわけではないため、この

産業の温室効果ガス GHG 規制の将来については不確実性がある。この産業の企業はまた、エネルギ

ー需要を満たすために大量の化石燃料を使用し、直接的な GHG 排出を生成し、規制リスクからのエ

クスポージャーを高めている。将来の排出規制は、追加の事業コスト又は規制遵守コストをもたらす

可能性がある。家畜動物の排出を回収する新しい技術及び持続可能な実務を導入し、エネルギー効率

を改善するに焦点を当てることで、企業は温室効果ガス GHG 排出を制限しながら、規制リスク及び

変動しやすいエネルギー・コストを緩和する可能性場合がある。 

指標 

FB-MP-110a.1.  (1)グローバルでの「スコープ1」の総排出、(2)メタンの割合及び(3)排出

制限規制の対象となる割合 

1 企業は、「京都議定書」において対象とされる 7 種類の(1)温室効果ガス（GHG）－二酸化炭素

（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、

パーフルオロカーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）及び三フッ化窒素（NF3）－のグロ

ーバルでの(1)自身の「スコープ 1」の温室効果ガス（GHG）の大気への総排出を、二酸化炭素

相当（CO2相当）メートル・トンで開示しなければならない。 

1.1 企業は、この開示を作成するにあたり、「スコープ 1」の温室効果ガス排出に適用される

IFRS S2 号第 29 項(a)の測定及び開示についての要求事項を適用しなければならない。 

すべての GHG 排出は、二酸化炭素相当（CO2相当）メートル・トン単位で合算し、開示

しなければならず、公開されている 100 年の時間軸に基づく地球温暖化係数（GWP）の

数値に従い計算しなければならない。現時点での GWP 数値の推奨される情報源は、「気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（2014 年）」である。 

1.2 「スコープ 1」の温室効果ガスは、定置式装置（例えば、ボイラー、ヒーター、焼却炉又

はコンプレッサー）、移動式の排出源（例えば、トラック、バス又はその他の企業が所

有する車両）若しくは家畜関連の排出（例えば、堆肥管理又は腸内発酵）から排出され

る可能性がある。 

総排出は、オフセット、クレジット又はその他の類似した排出削減若しくは排出相殺の

メカニズムを考慮する前の、大気中に排出された GHG である。 
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2       企業は、(2)メタン排出に由来する「スコープ 1」の総排出の割合を開示しなければならない。 

「スコープ 1」の排出は、「世界資源研究所」（WRI）及び「持続可能な開発のための世界経済

人会議」（WBCSD）によって公表された「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準

（GHG プロトコル）（2004 年 3 月改訂版）」において定義されており、ここに記載されている

方法に従って計算しなければならない。 

2.1   メタンの割合は、CO2相当のメートル・トン単位の「スコープ 1」メタン排出を、CO2相当

のメートル・トン単位の「スコープ1」」のGHG温室効果ガス総排出で除して計算する。 

認められる計算方法には、基礎的な参考文献として「GHG プロトコル」に従いつつ、産

業固有又は地域固有のガイダンスなど追加的なガイダンスを提供するものを含める。例

には次のものを含める。 

2.1.1 「GHG Reporting Guidance for the Aerospace Industry」（「国際航空宇宙環

境グループ」（IAEG）発行） 

2.1.2 「Greenhouse Gas Inventory Guidance：定置式燃焼源からの直接排出」（「米

国環境保護庁」（EPA）発行） 

2.1.3 「India GHG Inventory Program」 

2.1.4 ISO 14064-1 

2.1.5 「Petroleum Industry Guidelines for reporting GHG emissions」（Ipieca 発行 

第 2 版（2011 年）） 

2.1.6 「Protocol for the quantification of greenhouse gas emissions from waste 
management activities」（「Entreprises pour l’Environnement」（EpE）発

行） 

2.2    GHG 排出データは、企業が財務報告データを連結する方法に従って合算し、開示しなけれ

ばならない。その方法は、一般的に、「GHG プロトコル」で定義する「財務支配」アプ

ローチ及び「気候開示基準委員会」（CDSB）によって公表された「環境及び社会情報の

報告のための CDSB フレームワーク」の REQ-07「組織の境界」に記述されているアプロ

ーチと整合している。 

3 企業は、キャップアンドトレード・スキーム、炭素税又はカーボン・フィー・システム並びにそ

の他の排出規制（例えば、コマンドアンドコントロール・アプローチ）及び許認可ベースのメカ

ニズムなど、(3)温室効果ガス排出を直接制限又は削減することを目的とした適用される法域の

温室効果ガスに関する法令又はプログラムの対象となる、自身の「スコープ１」の温室効果ガス

総排出の割合を開示しなければならない。 

企業は、過去の報告期間からの排出の変化について説明する場合がある。これには、変化が排出

削減、ダイベストメント、買収、合併、アウトプットの変化又は計算方法の変更によるものかど

うかを含める。 
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3.1 この割合は、温室効果ガス排出制限に関する法令又はプログラムの対象となる「スコー

プ１」の温室効果ガス総排出の総量を、「スコープ１」の温室効果ガス総排出の総量で

除して計算しなければならない。 

3.1.1 複数の排出制限の枠組みの対象となる排出について、企業は、これらの排出を

一度だけしか計算に含めてはならない。 

3.2 適用される法域における温室効果ガス排出制限に関する法令又はプログラムの範囲から

は、自主的な排出制限の枠組み（例えば、自主的な取引システム）及び報告ベースの規

制のみの対象となる排出は除外する。 

4 現在の CDP 又は他の企業への GHG 排出の報告（例えば、国の規制上の開示プログラム）が、

範囲及び使用した合算アプローチの点で異なる場合、企業はそれらの排出を開示することがある。

ただし、主要な開示は前述のガイドラインに従わなければならない。 

5 企業は、データが連続排出監視システム（CEMS）、エンジニアリング計算又は物質収支計算か

らのものであるかどうかなど、排出開示の計算方法について説明する場合がある。  

FB-MP-110a.2. 「スコープ1」の温室効果ガス排出目標及び「スコープ1」の排出を管理

するための長期的及び短期的な戦略又は計画、排出削減目標並びにそれらの目標に対する

パフォーマンスの分析についての記述説明 
1 企業は、次の事項「スコープ 1」の温室効果ガス（GHG）排出を管理するための長期的及び短

期的な戦略又は計画について開示説明しなければならない。 

1.1 企業自身が設定した定性的及び定量的な「スコープ 1」の温室効果ガス排出目標、並びに

法令により満たすことが要求される目標 

「スコープ 1」の排出は、「世界資源研究所」（WRI）及び「持続可能な開発のための世

界経済人会議」（WBCSD）によって公表された「温室効果ガスプロトコルの企業算定及

び報告基準（GHGプロトコル）（2004年 3月改訂版）」において定義されており、ここ

に記載されている方法に従って計算しなければならない。 

1.2 各目標を設定しレビューするための自身のアプローチ、及び各目標に対する進捗をモニ

タリングする方法に関する情報 

GHG 排出の範囲には、「京都議定書」において対象とされる 7 種類の温室効果ガス

（GHG）－二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフ

ルオロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）

及び三フッ化窒素（NF3）－を含める。 

1.3   各目標に対する自身のパフォーマンス及び企業のパフォーマンスの傾向又は変化の分析に

関する情報 

2 企業は、この開示を作成するにあたり、「スコープ 1」の温室効果ガス排出に関連する IFRS S2
号第 33 項から第 36 項の要求事項を適用しなければならない。 

企業は、排出削減目標について説明し、目標に対するパフォーマンスを分析しなければならない。

関連する場合は、次のものを含める。 
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2.1 排出削減目標の範囲（例えば、目標が適用される総排出の割合） 

2.2 目標が絶対量ベース又は原単位ベースのいずれであるか、及び目標が原単位ベースの目

標である場合は指標の分母 

2.3 基準年に対する削減率。この基準年とは、目標の達成に向けて排出について評価する最

初の年を表す。 

2.4 削減活動の時間軸。これには開始年、目標年及び基準年を含める。 

2.5 目標を達成するためのメカニズム 

2.6 目標年の排出若しくは基準年の排出が遡及的に再計算された（若しくは再計算される場

合がある）、又は目標年若しくは基準年が再設定された、すべての状況 

3 企業は、自身の計画又は目標を達成するために必要な活動及び投資、並びにそれらの計画又は目

標の達成に影響を与える（affect）場合があるリスク又は制限要因について開示説明しなければ

ならない。 

4     企業は、さまざまな事業単位、地域又は排出源に対して異なるように関係しているかどうかなど、

その戦略、計画又は削減目標の範囲について説明しなければならない。 

5 企業は、その戦略、計画又は削減目標が、地域、国、国際又はセクター別プログラムを含む、排

出制限又は排出報告ベースのプログラム又は規制（例えば、「EU 域内排出量取引制度」、「ケ

ベック州キャップアンドトレード制度」、「カリフォルニア州キャップアンドトレード・プログ

ラム」）に関連している（related to）か又は関係している（associated with）かどうかについ

て説明しなければならない。 

6 戦略、計画又は削減目標の開示は、報告期間中に進行中（アクティブ）であったか又は完了した

活動に限定しなければならない。 
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エネルギー管理 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、価値創造のための重要な（critical）インプットとし

て、購入した電気及び燃料に大きく依存している。企業の事業における電気及び化石燃料の使用は、

間接的及び直接的な温室効果ガス（GHG）の排出をもたらし、気候変動及び汚染など環境にインパク

トを与えている。購入した電気は、食肉、家禽及び乳製品企業にとって重大な（significant）事業コ

ストである。購入した燃料及び電気は総製造コストの重大な（significant）部分を占めるため、この

産業において競争上の優位性を維持するには、効率的なエネルギー使用が不可欠である。代替燃料の

使用、再生可能エネルギー及びオンサイト発電若しくは電力系統からの電気の購入に関する意思決定

は、エネルギー供給のコスト及び信頼性の両方、並びに直接的及び間接的な排出からの規制リスクの

程度に影響を与える（influence）可能性がある。 

指標 

FB-MP-130a.1.  (1)エネルギー総消費量、(2)購入した電気の消費量並びに電力系統からの

電気の割合及び(3)(a)自己生成及び(b)直接契約からの再生可能電力の消費量エネルギーの割

合 

1 企業は、(1)消費したエネルギーの総量をギガジュール（GJ）単位で集計して開示しなければな

らない。 

1.1 エネルギー総消費量の範囲には、燃料、電気、温熱、冷熱及び蒸気外部の供給源から購

入したエネルギー及び企業が自ら生産したエネルギー（自己生成）を含む、企業が使用

したあらゆる形のすべての供給源からのエネルギーを含める。例えば、直接的な燃料の

使用、購入した電気、並びに温熱、冷熱及び蒸気エネルギーはすべてエネルギー消費の

範囲内に含まれる。 

1.2 エネルギー総消費量には、企業が使用した、購入又は取得したエネルギー及び自己生成

のエネルギーを含める。 

エネルギー消費の範囲には、報告期間中に企業が直接消費したエネルギーのみを含める。 

1.2.1      購入又は取得したエネルギーは、購入したか、又はその他の方法で企業の境界内

に持ち込まれたエネルギーである。 

1.2.2      購入したエネルギーには、証書などのエネルギー属性が売却又は移転された、所

有又は運営する発電施設からのエネルギーを含める。 

1.2.3     自己生成エネルギーは、エネルギーを消費する企業が所有又は運営する発電であ

る。 

1.2.4      企業は、この開示を作成するにあたり、温室効果ガス排出を決定するために用い

るものと同じ測定アプローチを用いて、所有又は支配を決定しなければならない。 
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1.2.5      エネルギー総消費量からは、企業が既に消費した燃料を用いて生成したエネルギ

ーを除外する。すなわち、燃料を消費して自己生成した電気は、燃料消費量とし

て一度だけカウントされる。例えば、企業が燃料を使用して発電するコージェネ

レーション設備を有しており、発電した電気を企業が消費する場合、当該エネル

ギーは燃料消費量として一度だけカウントされる。 

1.2.6      企業がエネルギーを貯蔵する場合、当該エネルギーは、企業がエネルギーを消費

して、もはや貯蔵されなくなったときにのみ、一度だけカウントされる。 

1.3 燃料及びバイオ燃料からのエネルギー消費量を計算するにあたり、企業は、燃料及びバ

イオ燃料からのエネルギー消費量を計算するために、正味直接測定したか、又は「気候

変動に関する政府間パネル」（IPCC）から取得した、総発熱量（GCV）とも呼ばれる低

位高位発熱量（LHV）（HHV）を使用しなければならない。企業は、これらの値を直接

測定するか、又は 2006 年「IPCC 国家温室効果ガスインベントリに関するガイドライン」

（「Table 1.2 Default Net Calorific Values (NCVs) and Lower and Upper Limit of the 
95% Confidence Intervals, Volume 2: Energy, Chapter 1」）におけるデフォルトの正味

発熱量を使用しなければならない。 

1.3.1      当該発熱量を使用するという要求事項は、企業が、法域の当局又は企業が上場す

る取引所により、燃料を GJ に変換するために異なる発熱量を使用することが全

部又は一部に対して要求されていない限り、適用される。例外に該当する場合、

企業は、そのような法域の当局又は取引所により企業の当該部分に対して適用す

ることが要求されている発熱量を、その要求事項が企業の当該部分に適用される

限りにおいて、代わりに使用することが認められる。 

1.3.2      企業が燃料を GJ に変換するにあたり LHV 以外の発熱量を使用する場合、企業

は、使用した発熱量に関する情報を開示しなければならない。 

2 企業は、(2)エネルギー総消費量として開示した量に含めた、自身が購入又は取得した電気の消

費量（GJ 単位）した、電力系統から供給されたエネルギーの割合を開示しなければならない。 

2.1 購入した電力には、電力、温熱、冷熱又は蒸気を含める。 

この割合は、購入した電力系統からの電気の消費量を、エネルギー総消費量で除して計

算しなければならない。 

3 企業は、(3)自身が消費した再生可能エネルギー源からの電気の量（GJ 単位）を、(3a)自己生成

及び(3b)直接契約に分解して再生可能エネルギーの割合を開示しなければならない。 

3.1 再生可能エネルギー源は、地熱、風力、太陽光、水力及びバイオマスなど、生態系サイ

クル又は農業プロセスを通じて短期的に補充可能なエネルギー源それらの枯渇率以上の

ペースで補充されるエネルギー源からのエネルギーと定義される。 

3.2 再生可能電力には、電力、温熱、冷熱又は蒸気を含める。 

この割合は、再生可能エネルギー消費量を、エネルギー総消費量で除して計算しなけれ

ばならない。 



    
サステナビリティ会計基準|食肉、家禽及び乳製品 99 

 

3.3 自己生成による再生可能電力は、同一の企業によって生産及び消費され、所有又は運営

する設備から消費される電力に限定される。 

再生可能エネルギーの範囲には、企業が消費した再生可能燃料、企業が直接生産した再

生可能エネルギー、及び企業が購入した再生可能エネルギー（再生可能エネルギー証書

（REC）若しくは「原産地保証」（GO）を明示的に含む再生可能電力購入契約（PPA）

を通じて購入した場合、「Green-e エナジー認証」済みの電気事業者若しくはサプライヤ

ー・プログラムを通じて購入した場合、又は、REC や GO を明示的に含むその他のグリ

ーン電力製品、若しくは「Green-e エナジー認証」REC が電力系統からの電気と組み合

わせられた他のグリーン電力製品を通じて購入した場合）を含める。 

3.3.1  オンサイトで生成した再生可能な電気について、それが再生可能エネルギーである

と企業が主張するためには、当該企業の名において REC及び GO を保持（retained）
し（売却せず）、取り消し（retired）又は無効化（cancelled）しなければならない。 

3.3.2  再生可能 PPA 及びグリーン電力製品について、それが再生可能エネルギーであると

企業が主張するためには、当該企業の名において REC 及び GOを保持（retained）
又は交換（replaced）し、取り消し（retired）又は無効化（cancelled）する旨を、

その契約に明示的に含めて伝えなければならない。 

3.3.3  企業の支配又は影響（influence）の範囲外にある系統電力ミックスの再生可能部分

は、再生可能エネルギーの範囲から除外する。 

3.4 この開示の目的において、契約証書が企業により売却済みである場合、企業が締結した

契約証書に関連する電気は、自己生成による再生可能電力から除外する。 

この開示の目的において、バイオマス源からの再生可能エネルギーの範囲は、第三者の

基準（例えば、「森林管理協議会」（Forest Stewardship Council）、「持続可能な森林

イニシアティブ」（Sustainable Forest Initiative）、「森林認証プログラム」

（Programme for the Endorsement of Forest Certification）、又は「American Tree 
Farm System」）で認証された材料、「再生可能エネルギー認証のための Green-e フレ

ームワークのバージョン 1.0（2017 年）」若しくは「Green-e」地域基準に従い対象とな

り得る（eligible）供給源とみなされる材料、又は適用される法域の再生可能エネルギー

利用割合基準（renewable portfolio standard）において対象となり得る（eligible）材料

に限定する。 

3.5     直接契約には、発電電力が単一の企業に直接かつ限定して供給される場合など、直接送電

線から供給される再生可能電力の消費を含める。また、直接契約には、企業が特定の発

電事業者と交渉した、系統からの送電なしに企業に再生可能電力を供給するための契約

に関連して消費される再生可能電力も含める。 

3.6    企業がその他の契約証書を通じて再生可能電力を購入又は取得する場合、企業は、「スコ

ープ 2」の排出に関連するものを含め、エネルギー消費関連のリスク及び機会を管理する

ためにさまざまなエネルギー源に関して企業が行った調達の意思決定について、一般目

的財務諸表の利用者の理解に情報をもたらすために必要な、これらの契約証書に関する

情報を提供しなければならない。 
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3.6.1 企業が契約証書を通じて再生可能電力を購入する場合、当該企業は、「温室効

果ガスプロトコル」の「GHG Protocol Scope 2 Guidance: An amendment to the 
GHG Protocol Corporate Standard 」（2015 年）において定義される、「スコ

ープ 2 品質基準（Quality Criteria）」を適用しなければならない。 

3.7     企業がバイオマス源からの再生可能電力を消費する場合、その量（GJ 単位）を別個に開

示しなければならない。 

3.7.1     バイオマス源からの再生可能電力には、第三者の基準で認証された材料のみを含

める。 

3.7.2      企業は、当該材料が認証された第三者の基準を開示しなければならない。 

4 企業は、燃料使用量（バイオ燃料を含む。）についての HHV の使用及びキロワット時（kWh）
の GJ への変換（太陽光又は風力エネルギーからの電気を含むエネルギー・データの場合）など、

この開示で報告するすべてのデータに対して、変換係数を一貫して適用しなければならない。 
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水管理 

トピックサマリー 

動物の飼育及び産業加工のような「食肉、家禽及び乳製品」産業の事業は、家畜の飼育及び産業加工

の両方で水を大量に消費し、相当な（substantial）量の排水及び廃水を生み出すことが多いする。さ

らに、この産業の企業は通常、動物の生産活動及び加工工程の両方からを生み出す。人口増加、1 人

当たりの消費量の増加、水管理の不備及び気候変動により、水ストレス水不足が重要な（importance）
問題となっているため、この産業の企業は、生産減少につながる水不足又は規制により事業

（operating operational）コストの増加、生産能力の減少又は売上の喪失（revenue loss lost revenue）
に直面する場合がある。企業は、水ストレスの水不足リスクに関連する設備投資及び事業施設の場所

の評価、事業効率の改善、並びに水へのアクセス及び排水管理に関連する規制当局及び地域社会との

パートナーシップを通じて、水関連のリスク及び機会を管理することができる。 

指標 

FB-MP-140a.1.  (1)水源別の総取水量、(2)総消費水量並びに(3)水ストレスのある場所から

の(a)取水量及び(b)消費水量の割合及びそれらの「ベースライン水ストレス」が「高い」又

は「極めて高い」地域の割合 

 企業は、(1)すべての水源から引き出された水の量を、メガリットル千立方メートル単位で、水

源ごとに分解して開示しなければならない。 

1.1 取水量は水資源には、報告期間中にあらゆる用途のために、地表水（湿地、河川、湖及

び海からの水を含む。）、地下水、海水、随伴水又は第三者から取水されたすべての水

の合計と定義される企業が直接収集し貯留した雨水、並びに地方自治体の水道供給者、

水道事業者又はその他の企業から取得した水及び廃水を含める。 

1.2     水源には次のものを含める。 

1.2.1 地表水。地球の表面に自然に生じる、氷床、氷帽、氷河、沼、池、湖、川及び

小川における水と定義される。 

1.2.2      地下水。地下構造に保持され、地下構造から回収可能な水と定義される。 

1.2.3      海水。海又は海洋における水と定義される。 

1.2.4       随伴水。採掘（例えば、原油）、処理（例えば、サトウキビの粉砕）又はあらゆ

る原材料の使用によって企業の境界に流入し、企業によって管理されなければな

らない水と定義される。 

1.2.5    第三者の水。供給、輸送、処理、廃棄又は水の使用及び排水に伴う、地方自治体

の水道供給者、地方自治体の排水処理工場、公的な又は民間の施設及びその他の

組織によって排出される水と定義される。 
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2     企業は、例えば、取水量の大部分（significant portions）が非淡水源からのものである場合、そ

の供給を水源別に開示することがある。 

2.1    淡水は、企業が事業を営む地域の法令に従い定義する場合がある。法令による定義が存在

しない場合、淡水は、1,000ppm 未満の溶解固形物を含む水とみなさなければならない。 

2.2    法域の飲料水規制に準拠して水道事業者から取得した水は、淡水の定義を満たすとみなす

ことができる。 

2 3    企業は、(2)自身の直接事業で消費した水の量を、メガリットル千立方メートル単位で開示しな

ければならない。 

2.1    水消費は、引き出され製品に組み込まれた水、農産物の生産に使用された水又は廃棄物と

して発生した水であり、蒸発、蒸散、人間若しくは家畜による消費、又は他の利用者が

使用できないほど汚染され、地表水、地下水、海水若しくは第三者に排出されない、す

べての水の合計と次のように定義される。 

2.1.1     水消費には、その後の報告期間において使用又は排出するために報告期間中に貯

水された水を含める。 

3.1.1    取水、使用及び排水中に蒸発する 

3.1.2 企業の製品又はサービスに、直接的又は間接的に組み込まれる水 

3.1.3 その他、取水源と同じ集水域に戻らない水（別の集水域又は海に戻る水など） 

4 企業は、すべての事業における水リスクを分析し、「世界資源研究所」（WRI）の「水リス

ク・アトラス」（Water Risk Atlas）ツールである「Aqueduct」によって、「ベースライン水

ストレス」が「高い（40〜80％）」又は「極めて高い（>80％）」と分類された場所で取水し水

消費する活動を識別しなければならない。 

3 5    企業は、(3a)自社の「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」水ストレスのあ

る場所から取水した水の量について、メガリットル単位で、総取水量に対する割合を開示しな

ければならない。 

3.1 水ストレスは、人間又は生態系の水需要を満たす能力又はその欠如と定義され、水の入

手可能性、水質又はアクセス可能性を指すことがある。 

3.2 企業は、どのように水ストレスのある場所を識別しているかを開示しなければならない。

例えば、次のいずれかのとおりである。 

3.2.1 「世界資源研究所」の「Aqueduct Water Risk Atlas」を用いて、年間総取水量

と年間に利用可能な再生可能水供給量の比率（ベースライン水ストレス）が高

い（40〜80％）又は極めて高い（>80％）のいずれであるかを評価する。 

3.2.2 「世界自然保護基金」の「Water Risk Filter」を用いて、水の消費量と水の利

用可能量（水の枯渇）の比率が中程度（乾季枯渇、少なくとも 10％の期間、月

間枯渇率が 75％を超える。）、高い（季節枯渇、少なくとも年間平均 1 か月、

3.1 
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枯渇率が 75％を超える。）、又は非常に高い（継続的な枯渇、平均枯渇率が

75％を超える。）のいずれであるかを評価する。 

3.3 企業は、水ストレスのある場所を識別するために用いる内部評価についての情報を開示

しなければならない。例えば、企業がより詳細な地域レベルのデータを考慮しているか

どうかである。 

4 6    企業は、(3b)水ストレスがある「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」場所

で消費した水の量について、総消費水量に対する割合を開示しなければならない。 

5 この開示のための情報が直接測定から入手されるのではなく、見積り又はモデル化されている場

合、企業は、自身の見積方法を説明しなければならない。 

FB-MP-140a.2. 水関連の管理リスク及び機会の記述並びにそれらを管理するための当該

リスクを緩和するための戦略及び実務の記述説明（進捗をモニタリングするために設定さ

れた目標を含む。） 

 企業は、取水、水消費並びに水又は廃水の排出に関連する自身の水管理リスクを記述しなければ

ならない。 

1.1 取水及び水消費に関連するリスクには、十分で清潔な水資源の入手可能性及び質に対す

るリスクを含める。これは次のものを含める。 

1.1.1 環境上の制約 ― 水ストレス地域での事業、干ばつ、洪水、水生生物の閉込み又

は巻込みの懸念、経年変動又は季節変動、インプットの時点で追加的な処理を

必要とする水質、及び気候変動の影響（impact）によるリスクなど 

1.1.2 規制及び財務上の制約 ― 水価格コストの変動、取水に関連する利害関係者の認

識及び懸念（例えば、地域社会、非政府組織及び規制当局が関与するからのも

の）、他の水利用者との直接的な競合及びその行為からのインパクト（例えば、

企業及び地方自治体の水利用者）、規制による取水制限、並びに水の利権又は

許認可を取得し保持する企業の能力に対する制約など 

1.2 排出された水又は廃水の排出に関連するリスクには、排出に関連する権利又は許認可を

取得又は保持する能力、排出に関連する規制への準拠、排出に関する対する制約、排水

の温度管理を維持する能力、義務、レピュテーション・リスク、並びに地域の生態系及

び地域社会に対するインパクトから生じるリスクが含まれる、排水に関連する規制、利

害関係者の認識及び懸念（例えば、地域社会、非政府組織及び規制当局からのもの）に

よる事業コストの増加を含める。 

 企業は、次の事項によって、自身の水関連の管理リスクがどのように異なるかについてを記述し

なければならないする場合がある。 

2.1 地表水（湿地、河川、湖及び海からの水を含む。）、地下水、企業が直接収集し貯留し

た雨水、並びに地方自治体の水道供給者、水道事業者又はその他の企業から取得した水

及び廃水を含む取水源によって、リスクがどのように異なる場合があるか 
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2.2 地表水、地下水、海水又は廃水処理施設を含む、排出先によって、リスクがどのように

異なる場合があるか 

2.3     新たな規制を含む、地域の規制 

2.4     事業施設の所在地 

 企業は、水関連のリスクが集中している事業施設の所在地を開示しなければならない。 

企業は、水管理リスクが自社の事業に対して有する場合がある潜在的な影響（effects）及びその

ようなリスクが顕在化すると見込まれる時間軸について説明する場合がある。 

3.1    影響（effects）には、コスト、売上、負債、事業の継続性及びレピュテーションに関連する

ものを含める。 

 企業は、水関連のリスク及び機会が、報告期間並びに短期、中期及び長期にわたり、企業の財政

状態、財務業績及びキャッシュ・フローにどのように影響を与えた（affected）か、及びどのよ

うに影響を与える（affect）と予想される（anticipated）かについて、定量的及び定性的情報を

開示しなければならない。 

企業は、水管理リスクを緩和するための短期的及び長期的な戦略又は計画について説明しなけれ

ばならない。これには次のものを含める。 

4.1   戦略、計画、ゴール又は目標の範囲（さまざまな事業単位、地域又は水を消費する事業プロ

セスとどのように関連しているかなど） 

4.2   優先する水管理のゴール又は目標、及び、それらのゴール又は目標に対するパフォーマンス

の分析 

4.2.1      ゴール及び目標には、取水量の削減、水消費量の削減、排水量の削減、水生生物の

閉込みの軽減、排水の質の改善及び規制遵守に関連するものを含める。 

4.3 計画、ゴール又は目標を達成するために必要な活動及び投資、並びに計画又は目標の達成に

影響を与える（affect）場合があるリスク又は制限要因 

4.4 戦略、計画、ゴール又は目標の開示は、報告期間中に進行中（アクティブ）であったか、又

は完了した活動に限定しなければならない。 

5    企業は、水関連の緩和若しくは適応又は水関連の機会の利用のために、企業が設定した目標及び

法令により満たすことが要求されている目標を開示しなければならない。 

5.1 この開示を作成するにあたり、企業は、企業の水関連の目標に適用される IFRS S1 号第

51 項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 

6     企業は、次の事項を含め、水関連のリスク及び機会を管理するための自身の戦略、及び水関連の

目標を達成するための自身の戦略を開示しなければならない。 

5     水管理の目標について、企業は追加で次のものを開示しなければならない。 
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5.1 目標が絶対量ベース又は原単位ベースのいずれであるか、及び目標が原単位ベースであ

る場合は指標の分母 

5.2 水管理活動の時間軸（開始年、目標年及び基準年を含める。） 

5.3 次のものを含む、目標を達成するためのメカニズム 

6.1 水のリサイクル又は循環システムの使用などの、効率化に関する取組み（efforts）（例

えば、水のリサイクル又は循環システムの使用） 

6.2 必要な水の量を減らすための製品又はサービスの再設計などの、製品のイノベーション

（例えば、必要な水の量を減らすための製品又はサービスの再設計） 

6.3 水生生物の閉込み又は巻込みの軽減を可能にするような、プロセス及び機器のイノベー

ション（例えば、水生生物への閉込み又は巻込みの軽減） 

6.4 水の使用、リスク及び機会を分析するためのツール及び技術の使用（例えば、「世界自

然保護基金」の「Water Risk Filter」、「Global Water Tool」及び「Water Footprint 
Network Footprint Assessment Tool」） 

6.5 地域又は他の組織との実施されているコラボレーション又はプログラム 

5.4 基準年からの削減率又は改善率。基準年は、目標の達成に向けて、水管理の目標が評価

される最初の年である。 

7 6   企業は、自身の水管理の実務が、自身の組織内で追加的なライフ・サイクルへのインパクト影響

（effects）又はトレードオフをもたらすかどうかについて開示説明しなければならない。これ

は、土地利用、エネルギー生産及び温室効果ガス（GHG）排出のトレードオフを含む。また、

そのようなライフ・サイクルのトレードオフにもかかわらず、企業がこれらの実務を選択した

理由についても開示説明しなければならない。  

FB-MP-140a.3. 水質の許認可、基準及び規制に関連する違反事案（incidents of non-
compliance）の件数 

 企業は、技術ベースの基準への違反（violations）並びに水量ベース又は水質ベースの基準の超

過を含め、違反事案（incidents of non-compliance）の総数を開示しなければならない。 

 開示の範囲には、適用される法域の法的許認可及び規制が適用される事案（incidents）を含め

る。これには、危険物質の排出（discharge）、前処理要件への違反（violation）又は 1 日当た

りの総最大負荷量（TMDL）の超過を含める。 

 開示の範囲には、正式な執行措置をもたらした違反事案（incidents of non-compliance）のみを

含めなければならない。 

3.1   正式な執行措置は、水量又は水質に関する法令、政策又は命令への違反（violation）又は

違反のおそれ（threatened violation）に対処する政府の措置と定義し、とりわけ、行政罰

命令、行政命令及び司法措置をもたらす可能性がある。 

5.3.2 

5.3.3 

5.3.4 

5.3.5 

5.3.1 



    
サステナビリティ会計基準|食肉、家禽及び乳製品 106 

 

 違反（violations）は、測定方法又は頻度にかかわらず、開示しなければならない。これには、

次の違反（violations）を含める。 

4.1 継続的な排出（discharges）、制限、基準及び禁止事項で、一般的に 1 日平均、週平均及

び月平均の最大値で表されるもの 

4.2   非継続的な排出（discharges）又は制限で、一般的に頻度、総質量、最大排出率及び特定

の汚染物質の質量又は濃度の観点で表されるもの 

FB-MP-140a.4. (1)排出先及び(2)処理レベルごとの排出された水の総量 

1 企業は、(1)排出された水の総量をメガリットル単位で、排出先ごとに分解して開示しなければ

ならない。 

1.1 水の排出は、排水、使用された水、及び組織においてそれ以上の用途が存在せずに地表

水、地下水、海水又は第三者に放出される未使用の水の合計と定義される。 

1.1.1 地表水は、地球の表面に自然に生じる、氷床、氷帽、氷河、沼、池、湖、川及

び小川における水と定義される。 

1.1.2 地下水は、地下構造に保持され、地下構造から回収可能な水と定義される。 

1.1.3 海水は、海又は海洋における水と定義される。 

1.1.4 第三者の水は、供給、輸送、処理、廃棄又は水の使用及び排水に伴う、地方自

治体の水道供給者、地方自治体の排水処理工場、公的な又は民間の施設及びそ

の他の組織によって排出される水と定義される。 

1.2 開示の範囲には、定義された排出地点において（点源排出）又は定義されていない方法

で陸地に拡散し（非点源排出）、受水域に放出された水を含める。 

2 企業は、(2)排出された水の総量を、メガリットル単位で処理レベルごとに分解して開示しなけ

ればならない。 

2.1 水処理は、水及び排水から固形物、汚染物質及び有機物を除去することによって、水質

を改善する、物理的、化学的又は生物学的プロセスと定義される。 

2.2 処理レベルには、次の事項を含める。 

2.2.1 沈殿する又は水面に浮遊する固形物質を除去することを目的とする第一処理 

2.2.2 水中に残留している又は溶解若しくは懸濁している物質及び材料を除去するこ

とを目的とする第二処理 

2.2.3 排出前に水をより高いレベル又は質に向上させる（upgrade）ことを目的とする

第三処理（例えば、重金属、窒素及びリンの除去） 

2.3 企業は、処理の必要はないと決定する水を排出する場合、関連する量をメガリットル単

位で開示しなければならない。 

2.4 排出地点における水又は排水の処理レベルは、企業によってオンサイトで処理されるか、

処理のために第三者に送られるかにかかわらず、報告しなければならない。 
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2.5 企業は、排水の処理の適切なレベルをどのように決定するかを開示しなければならない。 
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土地利用及び生態系へのインパクト 

トピックサマリー 

農場を所有し事業を営む「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、自身のビジネスにおいて土

地及び生態系に依存している。「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、増加する需要に対応

するため、家畜及び飼料の生産のための土地利用の最適化において、より多くの課題に直面している。

消費者の嗜好は、これまで以上に持続可能なかつ倫理的に生産されたタンパク源へシフトしている。

一方で、生態系への圧力や気候変動は物理的リスクをもたらし、短期、中期及び長期にわたって、土

壌の健全性並びに家畜及び飼料作物を支える土地の能力に影響を与える（impact）可能性がある。動

物の飼育、土地の造成及び養分管理に伴う環境へのインパクトは、これらの問題をさらに悪化させ、

企業が依存する土地、自然資源及び生態系サービスの劣化につながる可能性がある。これらの課題は、

収容能力の低下、飼料コストの増加及び土地の評価減を招くとともに、規制リスク及びレピュテーシ

ョン・リスクをもたらす可能性がある。持続可能な実務及び革新的技術を採用することにより、企業

はこれらのリスクを効果的に管理することができる。企業は、消費者の期待を満たすことで、効率的

に事業を営み収益を生む機会を実現することができる。 

注記：本トピックに関連する指標は、直接的な畜産事業に関する情報を把握するために設計されてい

る。「環境サプライ・チェーン管理」及び「社会サプライ・チェーン管理」の開示トピックに関連す

る指標は、この産業の企業が、サプライ・チェーンにおける同様のリスク及び機会にどのように対処

しているかに関する情報を把握するために設計されている。 

「食肉、家禽及び乳製品」産業の事業は、主に家畜を飼育するための重大な（significant）土地利用

のニーズ、並びに動物の排泄物による空気、土地及び地下水の汚染により、さまざまな生態学的イン

パクトをもたらす。そのインパクトはさまざまであるが、伝統的な家畜飼養施設及び集中家畜飼養施

設のいずれも重大な（significant）生態学的インパクトをもたらす場合がある。集中家畜飼養施設及

び畜産物処理施設の主な懸念は、大量かつ集中的な廃棄物及び汚染物質の生成である。施設からの排

水及び廃棄物の処理には、重大な（significant）コストがかかる。非集中家畜飼養施設は広い牧草地

が必要であり、土地資源の物理的な劣化につながる場合がある。土地利用及び生態学的インパクトは、

罰金、訴訟及び施設の拡張又は廃棄物排出の許可を得ることの困難さという形で法令上のリスクをも

たらす。 

指標 

FB-MP-160a.1. 発生した動物の排泄物及び堆肥の量、養分管理計画により管理した割合 

 企業は、施設で発生した動物の排泄物及び堆肥の総量をメートル・トン単位で開示しなければな

らない。 

1.1 動物の排泄物及び堆肥の範囲には、固体及び液体の両方の排泄物及び堆肥を含める。 

 企業は、養分管理計画を導入する施設から発生した動物の排泄物及び堆肥の割合を、発生した動

物の排泄物及び堆肥の総量で除して開示しなければならない。 
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2.1     養分管理計画は、すべての堆肥の生成、収集、処理、保管及び農業利用に対処する文書化

された管理実務と定義する。 

2.2      養分管理計画は、少なくとも次の最低限の具体的な要素を満たしていなければならない。 

2.2.1    背景及び現場情報 

2.2.2     堆肥及び廃水の取扱い及び保管 

2.2.3     農場の安全及びセキュリティ 

2.2.4     土地処理の実務 

2.2.5     土壌及びリスク評価分析 

2.2.6     養分管理 

2.2.7     記録管理 

2.2.8     参照先 

 開示の範囲には、企業が所有し運営する施設、動物生産を委託している施設（例えば、独立した

生産者）、及びその他の方法で企業に動物性タンパク質を供給する施設（例えば、企業による処

理のため）を含める。 

 開示の範囲には、生産区域及び土地処理区域を含める。 

4.1    生産区域には、動物の閉込区域、飼料及びその他の原材料の保管区域、動物死骸処理施設

並びに堆肥処理の収容区域又は保管区域を含める。 

4.2    土地処理区域には、所有しているか、レンタルしているか又はリースしているかに関係な

く、堆肥又は処理廃水が、作物、干し草若しくは牧草の生産又はその他の用途に利用され

る、又は利用される場合がある、企業又はその契約サプライヤー（例えば、独立した生産

者）の支配下にある土地を含める。 

FB-MP-160a.2. 保全計画要件により管理している牧草地及び放牧地の割合 

 企業は、適用される法域の保全計画要件により管理している牧草地及び放牧地の割合を開示しな

ければならない。 

1.1     この割合は、適用される保全計画要件により管理している牧草地及び放牧地の面積を、牧

草地及び放牧地の総面積で除して計算しなければならない。 

1.2    保全計画は、天然資源の持続可能な管理を促進することを目的とした法域の基準又は規制

である。これには、土壌、水、大気、及び関連する動植物資源を含む場合がある。 

 開示の範囲には、放牧地として定義される土地を含める。放牧地は、歴史的な極相植物群落が主

に草、草のような植物、草本又は低木である土地であり、その植生の日常的な管理が主に放牧の

操作によって達成される場合、自然に又は人工的に再緑化される土地を含み、また放牧された森

林、環境に対応した牧草地、放牧地、干し草地及び放牧されて干し草がかけられた農地を含める。 
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2.1     開示の範囲には、企業が所有し営む事業、企業が動物生産を契約する事業（例えば、独立

した生産者）、及びその他の方法で企業に動物性タンパク質を供給する事業（例えば、

企業による処理のため）からの土地を含める。 

 企業は、計算に用いた法域の基準又は規制を開示しなければならない。 

FB-MP-160a.4. FB-MP-160a.3. 集中家畜飼養事業からの動物性タンパク質生産の割合 

 企業は、集中家畜飼養事業からの動物タンパク質の生体重の割合生産量をメートル・トンで開示

しなければならない。 

1.1 集中家畜飼養事業は、密集した個体又は限られた場所における家畜飼養実務であると定

義する。これは、家畜を最大限に生産するために、化学物質などの大量の資源インプッ

トが必要であり、汚染及び廃棄物などの環境インパクトにつながる可能性がある。 

1.1.1    集中家畜飼養事業は、集約畜産（ intensive farming）、資源集約的畜産

（ resource-intensive animal production ） 又 は 高 密 度 家 畜 飼 養 事 業

（concentrated animal feeding operations）と呼ばれることもある。 

1.2     企業は、集中家畜飼養事業について法域の定義を用いる場合、用いる定義を開示しなけれ

ばならない。 
1.2   数量は、動物性タンパク質の枝肉（又は下ごしらえした肉）の重量として計算しなければ

ならない。 

1.2.1     殺された家畜の内臓を含むすべての部位と定義する。 

1.3     企業は、集中家畜飼養事業について、適用される法域の定義を用いる場合がある。 

1.3.1      企業が集中家畜飼養事業について法域の定義を用いる場合、企業は用いる定義を

開示しなければならない。 

 この範囲には、企業が所有し運営する事業、企業が動物生産を契約する事業（例えば、独立した

生産者）、及びその他の方法で企業にタンパク質を供給する事業（例えば、企業による処理のた

め）からの動物性タンパク質に限定されるを含める。 

3     企業は、集中家畜飼養事業に関連するリスクを緩和するためのプロセス、統制及び手続に関する

情報を開示しなければならない。 

FB-MP-160a.5. (1)事業の空間フットプリント合計、(2)撹乱された地域及び(3)復元された

地域 

1 企業は、(1)報告日における自身の事業の空間フットプリント（面積）合計を、平方キロメート

ル単位（km2）で開示しなければならない。 

1.1 企業の事業の空間フットプリント合計には、現在及び過去の期間に自身の事業によって

撹乱され、復元されていない累積面積を含める。 

1.2 撹乱された地域は、当初の参照状態と比較して、地域の状態を変化させた人間活動の対

象となった陸域の面積の集計と定義される。 
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1.2.1 人間活動とは、そのような活動以前からの陸上の生態系、淡水水生生物の生態

系又は海洋の生態系の特性を物理的に分断させ、改変させ、変換させ、圧縮さ

せ、移動させ、又はその他の方法で変化させてきた企業の活動及び事業と定義

される。 

1.2.2 企業の事業の空間フットプリント合計には、当期中に撹乱された面積が含まれ、

撹乱された面積が復元されない限り、その後のすべての報告期間においても撹

乱された面積として継続する。 

1.2.3 水域について、撹乱された面積には、水面下の底又は海底を含める。 

1.3 開示には、企業がリース、管理又は所有するあらゆる賃借権、コンセッション又は不動

産、及びそれらに関連するライト・オブ・ウェイ（rights of way）又は地役権における、

陸上の生態系、淡水水生生物の生態系又は海洋の生態系（陸地、湿地、河川、航行可能

な水路、沿岸域又は海洋）における企業の空間フットプリントの測定面積の集計につい

ての情報を含める。 

1.4 この開示には、すべての稼働中のサイト、最近廃止され復元を待っているサイト、及び

復元中のサイトを含める。 

1.5 復元された地域とは、適用される法域の法令に従って復元された、過去に撹乱された面

積と定義される。 

1.6 企業が事業を営む法域に、過去に撹乱されたが復元された地域を定義する適用される法

令がない場合、復元された地域は、劣化、損傷若しくは破壊された面積、又は生態系を

当初の参照状態に近い状態に戻すために人為的介入の対象となった累積的な地理的な面

積と定義される。 

1.6.1 生態学的復元は、生態系の構成、構造及び機能を再構築することと定義され、

通常はその当初（撹乱前）の状態又は当初に近い健全な状態に戻すことを指す。

生態学的復元は、生物多様性の保全及び生態学的完全性（integrity）に焦点を

当てる。 

1.6.2 生態系の復元は、通常の範囲の環境ストレス及び撹乱に対するレジリエンスを

示し、生物的及び非生物的フロー並びに文化的相互作用の観点から隣接する生

態系と相互作用する、復元された面積と定義される。生態系は、それ自身を構

造的及び機能的に維持するのに十分な生物的及び非生物的資源を含み、さらな

る支援又は補助金なしにその開発を継続できる場合に復元している。 

2 企業は、(2)当報告期間中に企業の事業により撹乱された面積を、km2 単位で開示しなければな

らない。 

3     企業は、(3)事業により過去に撹乱されたが報告期間中に復元された面積を km2単位で開示しなけ

ればならない。 

3.1   適用される法域の法令で定義された、閉鎖後の復元及び修復の取組み（efforts）が完了し

た時点で（事後のモニタリングが必要な場合でも）、その面積はもはや企業の事業の空

間フットプリントの一部ではない。 
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4     開示には、報告期間中に完了した買収、合併、ダイベストメント又は処分によりもたらされた、

企業の事業の空間フットプリント、撹乱された面積又は復元された面積に対する調整について

の情報を含める。 

FB-MP-160a.6. 環境に敏感な場所又はその周辺の事業の空間フットプリント合計の割合 

1 企業は、報告日における、環境に敏感な場所又はその周辺に所在する自身の事業施設の空間フッ

トプリント（面積）合計の割合を開示しなければならない。 

1.1 この割合は、環境に敏感な場所又はその周辺に所在する企業の事業の空間フットプリン

トの面積を、企業の事業の空間フットプリントの合計で除して、計算する。 

1.1.1 企業の事業の空間フットプリントは、陸上、淡水及び海洋生態系における自身

の事業上の物理的フットプリントの測定された面積と定義される。 

1.2 開示には、企業がリース、管理又は所有するあらゆる賃借権、コンセッション又は不動

産、及びそれらに関連するライト・オブ・ウェイ（rights of way）又は地役権における、

湿地、小川、河川、湖、航行可能な水路及び沿岸又は海洋の環境などの土地及び水域を

含める。 

2 環境に敏感な場所は、企業の資産又は活動が生態学的に敏感とみなされる地域において自然と接

する地域と定義される。このような場所は、次のいずれかと定義される。 

2.1 生物多様性にとって重要である（important）。 

2.2 高い生態系の完全性（integrity）を有する。 

2.3 生態系の完全性（integrity）の急速な減少を示している。 

2.4 生態系サービスの提供にとって重要である（important）。 

3 環境に敏感な場所には、次を含める。 

3.1 「自然の保全に関する国際同盟」（IUCN）の保護地域（カテゴリーI から VI） 

3.2 「国際的に重要なラムサール湿地」 

3.3 「国際連合教育科学文化機関」（UNESCO）の「世界遺産」 

3.4 UNESCO の「人間と生物圏プログラム」の生物圏保存「コア・エリア」 

3.5 「Natura 2000」のサイト 

3.6 「Ocean+ Habitats」の「保護区」（海洋及び海岸） 

3.7 自然及び関連する生態系サービス、文化的価値の長期的な保護を成し遂げるために、適

用される法域の当局によって法令又はその他有効な方法により認められ、特定の目的の

ために用いられ、管理される、明確に境界が定められた地理的な地域（「世界保護地域

データベース」においてリスト化され、「Protected Planet」ウェブサイトにマッピング

されている保護地域など） 
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3.8 「絶滅危惧 IA 類（Critically Endangered）」又は「絶滅危惧 I 類（Endangered）」に

分類されている「IUCN 絶滅危惧種レッド・リスト」上の種（species）が住んでいるこ

とが知られている絶滅危惧種の生息地 

3.8.1 種（species）が住んでいる場合、繁殖期若しくは非繁殖期中に存在する場合、

又は通り道のためにその地域を利用する場合、その種（species）はその地域に

住んでいる。 

3.8.2 開示の目的において、「通り道」は、自身の通常の移動ルートにおけるいずれ

かの時に、移動種が生息する、一時的に滞在する、行き交う、又は上空飛行す

る、すべての陸地又は水域の地域と定義される。 

4 企業の事業の空間フットプリントの一部が環境に敏感な場所の境界内又は境界から 5 キロメート

ル以内にある場合、企業の事業は、環境に敏感な「場所又はその周辺」にあると定義される。 

4.1 開示には、将来の事業が公式に発表され、施設の境界の計画変更が承認された拡張計画

に含まれている事業施設についての情報を含める。 

FB-MP-160a.7. 森林破壊又は転換がないと決定された直接農場事業から生産された家畜

の割合（進捗をモニタリングするために設定された目標を含む。） 

1 企業は、森林破壊又は転換がないと決定された自身の直接農場事業における自身の生産家畜の生

体重の割合を開示しなければならない。 

1.1 森林破壊は、一時的又は永続的な森林地帯の非森林地帯への人為的な転換と定義される。 

1.2 転換は、自然の生態系を別の用途に変更すること、又は自然の生態系の種組成、構造若

しくは機能の深刻な（profound）変化と定義される。 

1.3 企業は、当該情報を家畜の種類ごとに分解しなければならない。 

1.4 開示は、森林破壊又は転換の一因となることが分かっており、企業のビジネスにとって

重要な（important）家畜に限定される。 

2 企業は、家畜の生産が森林破壊又は転換がないと決定するために用いた評価方法を記述しなけれ

ばならない。評価方法には、モニタリング、認証、近年において転換がないかごくわずかである

低リスク法域からの調達、及び検証済みのサプライヤーからの調達を含める。 

2.1 企業は、当該評価方法を選択した理由を開示し、自身の方法論における限界を識別しな

ければならない。 

3 企業は、森林破壊又は転換に関連する自身の戦略的目標（goals）の達成に向けた進捗をモニタ

リングするために設定した目標、及び法令により達成することが要求されている目標に関する情

報を開示しなければならない。 

3.1 この開示を作成するにあたり、企業は、企業の森林破壊又は転換の目標に適用される

IFRS S1 号第 51 項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 
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3.2 企業は、自身の目標を達成するために必要な自身の実務の変更に関する情報を開示しな

ければならない。 

FB-MP-160a.8. 自然及び気候に関連する物理的リスクに敏感な直接農場事業からの優先

製品 

1 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクに対して敏感な自身の直接農場事業からの優先製

品を開示し、これらの自身の製品の生産がそのようなリスクによって、どのように影響を受ける

（affected）と合理的に見込み得るかについて記述しなければならない。 

1.1 優先製品は、企業の最大の収益源を構成する製品又は自身のビジネス・モデルに不可欠

であると企業が識別した製品と定義される。 

1.2 自然及び気候に関連する物理的リスクが、企業が短期、中期又は長期にわたり望ましい

価格で又は希望数量で動物性タンパク製品を生産する能力に影響を与える（effect）と合

理的に見込み得る場合、製品は当該リスクに対して敏感である。 

1.3 関連性がある自然及び気候に関する物理的リスクには、気候変動、異常気象、干ばつ、

洪水、水ストレス、暴風雨、土壌の健全性の劣化、生態系の変化又は生物多様性の喪失

を含める場合がある。 

2 企業は、それぞれの自然及び気候に関連する物理的リスクについて、自然及び気候に関連する物

理的リスクの影響（effects）が生じると合理的に見込み得る時間軸（短期、中期又は長期）を特

定しなければならない。 

2.1 企業は、「短期」、「中期」及び「長期」をどのように定義し、これらの定義が戦略的

意思決定に用いる計画期間とどのようにつながるかについて説明しなければならない。 

3 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクに対して脆弱な優先製品に依存している自身の製

品又は製品カテゴリーを開示しなければならない。 

4 企業は、識別した自然及び気候に関連する物理的リスクを考慮して、環境関連の変化、進展及び

不確実性に対する自身の戦略、ビジネス・モデル及びサプライ・チェーンのレジリエンスについ

て記述しなければならない。 

5 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクを緩和するために用いる戦略について記述しなけ

ればならない。これは、堆肥及び養分管理のための研究開発への投資、並びに水効率技術の導入

を含む場合がある。 

FB-MP-160a.9. 文書化された養分管理計画を導入し維持する直接農場事業からの家畜生

産の割合 

1 企業は、企業が所有又は支配する農場のうち、報告期間中に文書化された養分管理計画を導入し

維持する農場において生産された自身の家畜の生体重の割合を開示しなければならない。 

1.1 養分管理計画とは、堆肥の生成、収集、処理、保管及び農業利用に対処する、文書化さ

れた管理実務をいう。 
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1.2 この割合は、文書化された養分管理計画を導入し維持する施設において生産された家畜

の総生体重を、報告期間中に企業が生産した家畜の総生体重で除して計算する。 

2 開示は、企業が所有又は支配する施設に限定される。 
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食品の安全性 

トピックサマリー 

食肉、家禽及び乳製品は、消費者に直接販売されるか（例えば、牛乳又は卵）又はさまざまな食品に

加工される。病原体、化学物質又は腐敗による汚染は人間及び動物に深刻な（serious）健康リスクを

もたらすため、製品の品質及び安全性を維持することは重要（crucial）である。企業のバリュー・チ

ェーン内で起こるこの産業における食品安全の課題は、最終製品のリコール実務及び手続は厳しい検

査及び監視の対象となることが多く、家畜の病気の発生は規制の強化をもたらす可能性場合がある。

製品リコールはブランドのレピュテーションを落とし、売上高を減少させ、高額な罰金をもたらす可

能性がある。製品リコールリコールは規制上の検査を強化させる可能性がもあり、取引制限をもたら

す場合がある。食品の品質及び安全性の不適切な管理は、ブランド価値が毀損し、売上が減少し、リ

コール、罰金、在庫損失又は訴訟によるコストが増加する場合がある。食品安全認証を取得し、サプ

ライヤー及び流通業者が食品安全ガイドラインを満たしているに従うことを確保することは、当該産

業の企業がを製品の安全性をのリスクから守り、小売業者及び消費者に企業の製品の品質を伝えるに

対する消費者の認識を改善するのに役立つ可能性場合がある。 

指標 

FB-MP-250a.1. 「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）による監査(1)不適合率並びに

(2)(a)主要な不適合及び(b)軽微な不適合の関連する是正措置率 

 企業は、(1)自社施設の「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）認定の食品安全認証プログラム

の不適合率を、(a)主要な不適合、及び別個に(b)軽微な不適合について、開示しなければならな

い。 

1.1 主要な不適合は、関連する GFSI 認定の認証プログラムによって定義され、監査人による

エスカレーションが要求される最も深刻さ（severity）が高い不適合を含む。主要な不適

合は、食品の安全性に対する重大な（significant）リスク、関連する規制上の要求事項の

不遵守又は軽微な不適合を是正しないことから生じる場合がある。主要な不適合は、監

査を受けている関連する GFSI 認定の認証プログラムに従い是正しなければならない。 

1.2 軽微な不適合は、関連する GFSI 認定の認証プログラムによって定義され、それ自体では

全体的な問題を確認するものではない。 

1.3 企業は、自社の施設において識別された不適合の数（それぞれのカテゴリーについて）

を、監査を受けた施設の数で除して、不適合率を計算しなければならない。 

1.4 開示の範囲には、企業が所有又は運営する施設からの監査結果を含める。 

 企業は、(2)自社施設の(a)主要な不適合、及び別個に(b)軽微な不適合に関連する是正措置率を開

示しなければならない。 

2.1 是正措置は、GFSI 認定の認証プログラムによって定義された期限内に、検出された不適

合の原因を除去するように設計されている措置（通常、「是正措置計画」で特定され
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る。）を完了することと定義する。これには、あらゆる不適合を排除し、不適合の再発

防止を確実にするための実務又はシステムの導入及びその措置が行われたことの検証を

含める。 

2.2 企業は、（それぞれのカテゴリーについて）不適合に対処する是正措置の数を、識別さ

れた（それぞれのカテゴリーについて）不適合の総数で除して、是正措置率を計算しな

ければならない。 

 企業は、自社の施設を監査するために用いられる、関連する GFSI 認定の認証プログラムを開示

する場合がある。 

FB-MP-250a.2. 「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）認定の食品安全認証プログラムに

認証されたサプライヤー施設の割合 

 企業は、「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）認定の認証プログラムに認証されたサプライ

ヤー施設の割合を開示しなければならない。 

1.1 この割合は、適用されるGFSI 認定の認証プログラムに認証されたサプライヤー施設の数

を、サプライヤーの施設の総数で除して計算しなければならない。 

1.2 開示の範囲には、企業が動物生産を委託する企業（例えば、独立した生産者）によって

運営される施設及びその他の方法で企業に動物性タンパク質を供給する施設（例えば、

企業による処理のため）を含める。 

 開示の範囲から、包装資材又は動物性タンパク質ではないその他の財及びインプットのサプライ

ヤーを除外する。 

 企業は、施設を監査するために使用する GFSI 認定の認証プログラムを開示する場合がある。 

FB-MP-250a.3. (1)公表された食品安全上の理由によるリコールの記述数及び(2)リコ

ールされた製品食品製品の総重量 

 企業は、(1)報告期間中に公表した食品安全関連のリコールのそれぞれについて記述総数を開示

しなければならない。これは、自主的及び自主的ではない（involuntary）リコールを含む。 

1.1 食品安全関連のリコールは、食品が消費者に害を及ぼす消費者の疾病の原因となること

が合理的に信じられる場合、発生する市場販売製品の撤去と定義される。 

1.2 それぞれのリコールの記述には、リコール問題の原因及びリコールが自主的なものであ

ったか又は強制的なものであったかを含めなければならない。 

1.2.1 強制的な自主的ではない（involuntary）リコールは、適用される法域の法令上

の当局によって要請又は強制されるものであり、製品が規制上の食品安全基準

に準拠していない場合、製品の食品安全関連の欠陥が識別された場合又は輸入

拒否の事案において公表される。 

1.2.2 自主的なリコールは、食品安全関連の懸念により、製品を市場から撤去するた

めに企業によって開始されるものである。 

1.2 

1.3 



    
サステナビリティ会計基準|食肉、家禽及び乳製品 118 

 

1.3    企業は、それぞれのリコールの結果として開始された是正措置に関する情報を開示しなけ

ればならない。 

1.4    企業は、リコールからのその他の重大な（significant）結果（例えば、法的手続や死亡）

に関する情報を開示しなければならない。 

1.5      企業は、リコール通知へのデジタル・リンクを提供しなければならない。 

 企業は、(2)リコールされたの対象である食品製品の総重量を、メートル・トン単位で開示しな

ければならない。 

3     企業は、(a)自主的なリコール及び(b)自主的ではない（involuntary）リコールの割合を開示する

場合がある。 

FB-MP-250a.3 に関する注記 

 企業は、相当数（a significant number）の製品に影響を与えた（affected）もの、又は潜在的

な若しくは実際の深刻な（serious）疾病若しくは死亡に関連したものなど、重大な（notable）
リコールについての説明を提供しなければならない。  

1.1 リコールは、定期的な法域のリコール報告書において言及されている場合、重大で

ある（notable）であるとみなされる場合がある。 

 このようなリコールの場合、企業は次のものを提供する場合がある。  

2.1 リコール問題の記述及び原因 

2.2 リコールされた製品の総重量 

2.3 問題を修復するためのコスト 

2.4 リコールが自主的な又は自主的ではない（involuntary）ものかどうか 

2.5 是正措置 

2.6 その他の重大な（significant）結果（例えば、法的手続又は消費者の死亡） 

FB-MP-250a.4. 企業の製品の輸入を制限、禁止又は一時停止している市場に関する情報

ついての説明 

 企業は、衛生植物検疫（SPS）措置を理由に、企業の製品の輸入を制限、禁止又は一時停止して

いる法域のリストを開示しなければならない。 

1.1 SPS 措置は、「世界貿易機関」（WTO）の「衛生植物検疫措置の適用に関する協定」に

従って、人間、動物若しくは植物の生命又は健康を保護するために政府によって制定さ

れた、食品、動物及び植物の安全性並びに健康の基準及び規制である。 

1.2 開示の範囲には、SPS 措置によらない理由で実施されている輸入禁止、通商停止又は制

限を除外する。 

 企業は、それぞれの禁止に関して、次の事項について説明しなければならない。 
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2.1 影響を受ける（affected）動物性タンパク質製品 

2.2 禁止が実施されている期間、又は解決するのに見込まれる時間軸 

2.3 禁止について述べられた理由（例えば、牛海綿状脳症のリスク） 

2.4 制限によって影響を受ける（affected）既存及び将来の在庫の管理計画 

企業の経営成績及び財務状況への影響（effects） 

3    企業は、当該規制が、報告期間並びに短期、中期及び長期にわたり、企業の財政状態、財務業績

及びキャッシュ・フローにどのように影響を与えた affected）か、及びどのように影響を与える

（affect）と予想される（anticipated）かについて、情報を開示しなければならない。 

FB-MP-250a.5. (1)自社の事業及び(2)コパッキング事業について国際的に認知された食品

安全基準によって認証されたサイトからの生産量の割合 

 企業は、(1)自社の事業及び(2)コパッキング事業について、国際的に認知された食品安全認証基

準によって認証された施設からの自身の生産量の割合を、原材料コスト別に開示しなければなら

ない。 

1.1 関連性がある基準には、「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）、並びに「FSSC 
22000」及び「BRCGS Global Standard Food Safety」などの GFSI によってベンチマー

クされた基準を含める。 

1.2 企業は、用いた基準を開示しなければならない 

2 開示の範囲には、包装資材又は食品若しくは原材料ではないその他の財及びインプットを除外す

る。 

3 GFSI によってベンチマークされていない食品安全基準を用いて企業がサイトを認証する場合、

企業は当該基準の自身の使用に関する情報を開示しなければならない。 

FB-MP-250a.6. バリュー・チェーンを通じて食品の安全性を確保するためのプロセス、

統制及び手続 

1 企業は、自身のバリュー・チェーンを通じて食品の安全性をモニタリングし、管理し、監督する

ために企業が用いるプロセス、統制及び手続について記述しなければならない。 

2 企業は、自身の Tier 1 サプライヤーの事業における食品の安全性を評価する自身のアプローチを

記述しなければならない。これは次の開示を含む。 

2.1 自身の Tier 1 サプライヤーに対して監査又は検証を実施しているかどうか。 

2.2 自身の Tier 1 サプライヤーが国際的に認知された食品安全基準（GFSI 又は同等）によっ

て認証されているかどうか、また、企業がそのような認証を有することが契約上要求さ

れているかどうか。 

2.3 自身の Tier 1 サプライヤーとの対話プログラム又は研修プログラムを実施しているかど

うか。 
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2.4 Tier 1 サプライヤーは、企業と直接取引するサプライヤーと定義される。 

3 企業は、Tier 1 サプライヤー以外の自身のサプライヤーの事業又は自身の流通業者の事業におけ

る食品の安全性を評価するアプローチを有しているかどうか、また、有している場合は、これら

のアプローチについて開示しなければならない。 
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動物生産における抗生物質の使用 

トピックサマリー 

家畜の生産においては、人間にも投与される抗生物質の幅広い使用は、抗生物質耐性をもたらし、細

菌感染に対する治療の有効性を減少させることにより、人間の健康に重大な（serious）リスクをもた

らすにより、抗生物質耐性のある細菌株の発生が促進される場合がある。動物の飼料又は水の供給に

抗生物質を使用することにより、動物生産のアウトプットが改善され、工業的な農業環境における動

物福祉が向上するものの、この産業の企業はこれらの便益と潜在的な公衆衛生上のリスクとのバラン

スを取らなければならない。動物生産における抗生物質の使用は、レピュテーション・リスク及び規

制リスクをもたらし、これらの両方は、食肉、家禽及び乳製品の生産者についての需要及び市場シェ

アへの影響（effects）を通じて、長期的な収益性に影響を与える（affect）可能性がある。動物の種

類によっては、この産業の企業は、この問題に対するさまざまな程度の統制及び管理アプローチを有

している場合がある。企業は、通常、場合によっては自社の事業及び契約サプライヤーの事業におけ

る抗生物質の投与が管理する飼料及び医薬品に対する直接的なコントロールを有する。場合があるも

のの、サプライヤーに対してより広範に要求事項を設定する場合がある。これらの課題に積極的に対

処するための頑健な手続及び統制を導入する企業は、リスクを緩和し、規制上の基準の遵守を確実に

するうえで、より有利な立場にある。 

指標 

FB-MP-260a.1. 家畜動物の種類ごとの(1)医学的に重要な（important）抗生物質及び(2)医
学的に重要（important）ではない抗生物質を受けた動物生産の割合 

1     企業は、家畜動物の種類（例えば、豚肉、牛肉、鶏肉又は七面鳥）ごとに分解した、(1)医学的に

重要な（important）抗生物質を受けた動物生産の生体重重量の割合を開示しなければならない。 

1.1   医学的に重要な（important）抗生物質は、「世界保健機関」（WHO）の「Medically 
Important Antimicrobials for Human Medicine」（MIA）リストに含まれるすべての抗菌

薬と定義される。 

1.1.1    医学的に重要である（important）とみなされる抗生物質は、動物及び人間の薬品

で使用されるものである。 

1.1.2     WHO の MIA リストに含まれる医薬品のリストに加えられた更新は、この指標の

更新を構成しなければならない。 

1.2   企業は、動物の生涯のいずれかの段階で医学的に重要な（important）抗生物質を受けた動

物性タンパク質の生体重枝肉（又は下ごしらえした肉）の重量を、報告期間中に生産され

た動物性タンパク質の枝肉（又は下ごしらえした肉）の総生体重重量で除して、この割合

を計算しなければならない。 

2     企業は、家畜動物の種類ごとに分解した、(2)医学的に重要（important）ではない抗生物質を受

けた動物生産の生体重重量の割合を開示しなければならない。 
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2.1   医学的に重要（important）ではない抗生物質（又は「医学的に重要（important）ではな

い抗菌薬」）には、動物の生涯のいずれかの段階で投与される、WHO の MIA リストに従

って定義された医学的に重要な（important）抗生物質を除く、その他のすべての抗生物

質を含める。 

2.1.1    医学的に重要（important）ではないとみなされる抗生物質は、人間の医薬品では

使用されていないものである。 

2.2   この割合は、動物の生涯のいずれかの段階で医学的に重要（important）ではない抗生物質

を受けた動物性タンパク質の生体重枝肉（又は下ごしらえした肉）の重量を、報告期間中

に生産された動物性タンパク質の枝肉（又は下ごしらえした肉）の総生体重重量で除して

計算する。 

3     医学的に重要な（important）及び重要（important）ではない抗生物質の両方を受けた動物は、

両方の割合の計算に含めなければならない。 

4    この範囲には、企業が所有し運営する事業、企業が動物生産を委託する事業（例えば、独立した

生産者）、及びその他の方法で企業に動物性タンパク質を供給する事業（例えば、企業による

処理のため）からの動物性タンパク質を含める。 

5    企業は、サプライヤーとの対話を含め、バリュー・チェーンを通じて抗生物質に関連する自身の

プロセス、統制及び手続に関する情報を開示しなければならない。 
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労働力（workforce）の健康及び安全 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、工業用機械及び、化学薬品の広範な利用、並びに及

びペースが速く騒々しい作業環境によりが広く行き渡っているため、他の産業と比較して相対的に傷

病率が高い。このセクターに広がる共通する急性及び慢性の産業上の危険には、筋骨格系の障害、化

学物質及び病原体への曝露並びに機械及び工具による外傷が含まれる。このような事案（incident）
は労働者の傷病又は死亡は、従業員労働者の士気及び生産性にネガティブなインパクトを与える一方

での低下をもたらし、企業をに対して法外な法的リスク、財務的リスク及びレピュテーション・リス

クにさらす可能性があるをもたらす場合がある。規制当局は労働者の健康及び安全基準への不遵守に

対して企業に罰金を課す場合があるり、又は防止可能な事故を減らすために従業員研修を義務付ける

場合がある。頑健な強固な安全文化を醸成し発展させ、従業員が危険な潜在的に有害な状況にさらさ

れることを最小化軽減することはにより、効果的に企業をは事故から守りを防ぎ、労働力

（workforce）の健康及び安全を積極的に改善することができる。 

指標 

FB-MP-320a.1. (a)直接従業員及び(b)非従業員労働者契約社員についての(1)死亡の数、(2)
総記録災害度数率（TRIR）並びに(3)死亡率健康、安全及び緊急対応研修の平均時間 

 企業は、(1)業務関連の傷病及び業務関連の疾病から生じる死亡の数を、(a)従業員及び(b)非従業

員労働者について別個に開示しなければならない。 

1.1 従業員は、企業に対して個人的なサービスを提供する個人と定義され、法律上又は税務

上の目的で従業員とみなされる。従業員は、適用される法域の法令に従って、経済的依

存などの指標を用いて企業と雇用関係にある。 

1.1.1 従業員には、フルタイム従業員、正社員、臨時従業員、労働時間が保証されて

いない従業員及びパートタイム従業員を含める。 

1.2 非従業員労働者は、企業に対して個人的なサービスを提供し、法律上及び税務上の目的

で従業員とみなされる個人と同じ方法で、企業の指示のもとに働く個人と定義される。

非従業員労働者は、企業が支配する業務を実施するが、適用される法域の法令に従った

企業との雇用関係はない。 

1.2.1 企業が、業務を指示し、業務を行う手段若しくは方法を支配し、又は業務が実

施される職場を支配している場合、非従業員労働者により実施される業務を

「支配」していると定義される。企業と労働者との間の契約関係の種類（例え

ば、職業紹介所又は請負業者）は、必ずしも企業が業務を支配しているかどう

かを決定するものではない。 

1.2.2 組織によって業務が支配されている非従業員労働者には、請負労働者、見習い

労働者、請負業者、インターン、自営業者、下請業者及びボランティアを含め

る。 
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1.3 従業員及び非従業員労働者はあわせて、企業の「労働力（workforce）」又は「労働者」

と定義される。 

2 1    企業は、(a)従業員及び(b)非従業員労働者についての(1)(2)業務関連の傷病及び疾病について、自

身の総記録災害度数率（TRIR）を別個に開示しなければならない。 

2.1   企業は、記録災害及び非記録災害を定義するために、適用される法域の規準を用いなけれ

ばならない。 

2.1.1      企業が記録災害及び非記録災害を定義する複数の法域の法令の対象となる場合、

企業は、これらの枠組みの間の差異が報告データに影響を与える（affect）かど

うか、またどのように影響を与えるか（affect）を開示しなければならない。 

2.1.2    傷病又は疾病は、典型的には、それが死亡、就業不能日数、就業制限若しくは別

の職務への異動、応急処置を超えた治療又は意識喪失をもたらす場合、記録災

害と定義されるみなされる。さらに、医師又はその他の資格を有する医療専門

家によって診断された重大な（significant）傷病又は疾病は、死亡、就業不能日

数、就業制限若しくは職務異動、応急処置を超えた治療又は意識喪失をもたら

さない場合でも、記録災害とみなされる。 

2.1.3      応急処置は、典型的には、通常の治療医療処置を提供することができる前の、疾

病者又は傷病者に対する緊急の手当又は処置と定義されるが、法域の定義によ

り異なる場合がある。 

1.1.2  企業は、応急処置など、記録災害及び非記録災害の定義についての、適用される

法域の規準を用いる場合がある。企業は、これらの規準及び定義の情報源として

使用される法令又は産業の枠組みを開示しなければならない。 

2.2  TRIR は、（記録災害の数×1,000,000） / 総労働時間数と定義される。 

2.2.1 企業が労働時間数を直接計算できない場合、通常又は標準労働時間を用いて、

有給休暇の期間（年次有給休暇、有給傷病休暇、祝日）の権利を考慮したうえ

でこの情報を見積り、開示において当該方法を説明しなければならない。 

2.2.2 企業が労働時間数を直接計算できない又は見積ることができない場合、その理

由を開示しなければならない。 

3       開示には、場所又は雇用の種類にかかわらず、すべての労働者を含める。 

2 企業は、(2)業務関連の死亡についての死亡率を開示しなければならない。 

3 すべての開示される比率は、（統計数×200,000） / 報告された年度におけるすべての従業員の

労働時間の総数で計算しなければならない。 

3.1 比率の計算における「200,000」は、100人のフルタイムの労働者が週当たり40時間、年

当たり 50 週働いた場合に、年間で提供することができる時間の総数を表す。 

4 開示の範囲には、死亡、業務関連の災害（incidents）及び業務関連の疾病に限定する。業務関

連の災害のみを含める。 

1.1.1 

1.1 
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4.1 業務関連の災害は、労働環境における事象又はエクスポージャーから生じる労働力

（workforce）の傷病及び疾病と定義されるである。 

4.1.1     労働環境とは、1 人以上の労働者従業員が働いているか又は雇用の条件として存

在している拠点及びその他の場所をいう。 

4.1.2    労働環境には、物理的な場所だけでなく、従業員が業務中に使用する機器又は資 
材を含める。 

4.2     労働者従業員が移動している間に発生する災害は、傷病又は疾病の時点で労働者従業員が

雇用主の利益のための労働活動に従事していた場合、業務関連である。 

4.3     業務関連の災害は、過去に記録された傷病又は疾病が更新されるものではなく、新たな事

象でなければならない。 

5 企業は、(3)健康、安全及び緊急事態への準備の管理研修のために自身の労働力（workforce）に

提供した平均研修時間数を開示しなければならない。 

5.1   研修には、労働力（workforce）が合理的にさらされる可能性がある職業上のリスク又は

危険性、及び特定の職業上のリスク又は危険性に関連して、健康、安全又は緊急事態へ

の準備などのトピックを含める。 

5.1.1 研修には、職業上のリスク又は危険性に関連して、適用される法域の当局によ

り要求される技術的な健康、安全及び緊急事態管理研修を含める。 

5.2   健康、安全及び緊急対応研修の平均時間数は、労働力（workforce）に提供された適切な

総研修時間を、労働力（workforce）の総数で除して計算する。 

5.2.1     労働力（workforce）の総数は、報告日において企業が雇用している個々の従業員

及び非従業員労働者の数と定義される。 

6 労働力（workforce）の総数が報告期間中に著しく（significantly）異なる場合、企業は、それ

らの差異について説明しなければならない。 

5     企業は、次のそれぞれの従業員のカテゴリーについての比率及び平均研修時間数を開示しなけれ

ばならない。 

5.1       フルタイム、短時間勤務、パートタイム、役員、労働、給与労働、季節労働、出稼労働又

は時間給労働の従業員のいずれであるかにかかわらず、企業の給与台帳に載っている個

人と定義する、直接従業員 

5.2      企業の給与台帳に載っていないものの、企業が監督又は管理する個人と定義する契約社員。

これには、独立請負業者及び第三者（例えば、派遣会社及び労働仲介業者）によって雇

用される者を含める。 

6     開示の範囲には、従業員の所在地又は雇用の種類にかかわらず、すべての従業員を含める。 

FB-MP-320a.2. 急性及び慢性の呼吸器の健康状態を評価し、モニタリングし、緩和する

4.2 

4.3 

4.4 

4.5 
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ための取組み（efforts）の記述  

1 企業は、従業員及び非従業員労働者の急性及び慢性の呼吸器の健康状態を評価し、モニタリング

し、緩和するための自身の取組み（efforts）に関する情報を開示について説明しなければならな

い。 

1.1   急性及び慢性の状態とは、1 年以上継続し、継続的な医療的対応を必要とする、又は日常の

基本的生活活動を制限する、あるいはその両方に該当する状態をいう。 

急性の呼吸器の状態には、化学熱傷、気道の炎症、急性又は亜急性気管支炎及び死亡を

含める場合がある。  

1.2 企業が慢性の健康状態について代替的な定義を用いる場合には、企業は、当該規制及び定

義を開示しなければならない。 

慢性の呼吸器の状態には、慢性気管支炎、慢性肺疾患（例えば、COPD）、肺機能の低

下、有機性有毒粉じん症候群（organic toxic dust syndrome）及び粒子状物質への曝露か

らもたらされるその他の症状を含める場合がある。 

1.3 急性及び慢性の状態には、呼吸器疾患、筋骨格系の障害及び感染症を含める。 

説明すべき関連する取組み（efforts）には、管理計画、方針、リスク評価、長期的な健

康調査への参加、健康及びウェルネス・モニタリング・プログラム、容易にアクセスで

きる個人用保護器具（PPE）並びに関連する労働者研修プログラムの導入を含める場合

がある。  

2   開示には、場所又は雇用の種類にかかわらず、すべての従業員及び非従業員労働者を含める。 

3  説明すべき関連性がある取組み（efforts）には、次のものが含まれる場合がある。 

3.1 管理計画又は方針 

3.2 リスク評価 

3.3 長期的な健康調査への参加 

3.4 健康及びウェルネス・モニタリング・プログラム 

3.5 容易にアクセスできる個人用保護器具 

3.6 関連する労働者研修プログラムの導入 
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動物の健康飼育及び福祉 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、動物の健康及び福祉に対する一般の認識に特に敏感

である。不適切な家畜の飼育は病気のリスクを増大させ、感染流行時に供給不足又は一時的な販売禁

止をもたらすため、管理実務はこれらの企業の見通しに直接影響を与える（impact）。厳しい監禁、

痛みを伴う手続、劣悪な輸送条件、効果的でない気絶など、残酷とみなされる実務は、事業の中断、

風評被害、規制当局の監視の強化、及び供給又は顧客との契約の喪失をもたらす可能性がある。効果

的な動物の飼育及び福祉の実務は、バイオ・セキュリティにおいて重要な（crucial）役割を果たす。

ストレスを軽減し、健康を改善することによって、これらの実務は病気の感染しやすさと感染の広が

りを最小限に抑える。福祉の実務を積極的に導入し、信頼できる基準を支持するサプライヤーと連携

する企業は、ブランド価値を強化し、規制リスク及び訴訟リスクを緩和し、競争上の優位性を得るの

に役立つ。頑健な動物飼育の実務は、製品について認識される健康性及び品質を高めることもできる。

企業は、ブランド価値の向上又はプレミアム製品の販売のために、これらの実務をマーケティングし、

利益率を拡大したり、追加的な市場シェアを獲得したりする場合がある。 

「食肉、家禽及び乳製品」産業の企業は、動物福祉に対する一般の認識の変化に特に敏感である。動

物に対して不必要な虐待行為を行っていると認識される企業は、罰金、ブランドのレピュテーション

の毀損及び工場閉鎖命令などの規制上の制約のリスクの増大に直面する場合がある。消費者及び支持

団体からの圧力により、小さな囲いの使用を減らすなど産業の実務の変化を促す可能性がある。これ

らの傾向を効果的に予想又は適応する企業は、新たな市場が出現したときにそれを獲得するか、新た

な規制を順守する最初の企業になることにより、市場シェアを拡大する場合がある。 

指標 

FB-MP-410a.1. 妊娠ストールを使用せずに生産した豚肉の割合 

 企業は、妊娠ストールを使用せずに生産した豚肉の重量の割合を開示しなければならない。 

1.1 妊娠ストールは、その檻が動かない雌豚を収容することができるものの、振り返るなど

の大きな動きを妨げるのに十分制限的である場合の、個別の繁殖雌豚を飼育するための

檻と定義する。妊娠ストールは、典型的に、寝床はなく、コンクリートの床及び金属製

の柵を有している。 

1.2 この割合は、妊娠ストールを使用せずに生産した豚肉の重量を、生産した豚肉の総重量

で除して計算しなければならない。 

1.2.1 生産重量は、枝肉重量又は小売重量（企業が加工済みの豚肉又は豚肉製品を調

達した場合）を使用して計算しなければならない。 

 開示の範囲には、企業が所有し運営する施設及び動物生産を委託している施設（例えば、独立し

た生産者）から生産された豚肉又は豚肉製品を含める。 

 企業は、関連する場合、次のことについて説明する場合がある。 



    
サステナビリティ会計基準|食肉、家禽及び乳製品 128 

 

3.1 該当ある場合、妊娠ストールの使用が生産者及び独立した農家との契約において、どの

ように記載されているか 

3.2 妊娠ストールの使用に関する重要な（important）顧客の条件及び企業がそれらの条件を

どのように満たすか 

3.3 妊娠ストールの段階的な廃止に関して企業が設定する目標及びその目標に対する進捗 

FB-MP-410a.2. ケージのない環境から生まれた殻付き卵の販売割合 

 企業は、ケージのない環境から生まれた殻付き卵の割合を開示しなければならない。 

1.1 ケージのない環境から生まれた卵は、食品及び水への無制限のアクセスが許可されてお

り、産卵周期中にその空間内を歩き回る自由を提供する空間で飼育された雌鶏によって

生産されたものと定義する。 

1.1.1 この範囲には、放し飼いの環境に由来する卵も含める。 

1.2 この割合は、ケージのない環境から生まれた生産した殻付き卵の数を、生産した殻付き

卵の総数で除して計算しなければならない。 

 開示の範囲には、企業が所有し運営する施設及び卵の生産を委託している施設（例えば、独立し

た生産者）からの卵、並びに、企業が再販のために購入する卵を含める。 

FB-MP-410a.3. 家畜及び認証の種類別の第三者の動物福祉基準の認証を受けた製品の割

合 

 企業は、独立の第三者の動物福祉基準に認証された動物性タンパク質生産の重量の割合を開示し

なければならない。 

1.1 直接事業については、この割合は、第三者の動物福祉基準の認証を受けた動物生産の生

体重を、動物生産の総生体重で除して計算される。 

1.2 企業は、加工済みの動物性タンパク質又は動物製品を調達する場合、製品の小売重量に

基づく動物性タンパク質の製品の割合を開示しなければならない。 

1.3 企業は、開示を家畜の種類別に分解しなければならない。 

2  動物福祉基準は、典型的には動物生産について次の側面を評価する。 

2.1 動物の処理及び取扱い 

2.2 収容システム（特に、閉込ベースの生産システムの使用） 

2.3 輸送条件 

2.4 屠殺施設及び手続 

1.1 動物福祉基準は、牛肉、豚肉又は家禽の生産における次の 1 つ以上の側面に関連する基準

と定義する。 

1.1.1   動物の処理及び取扱い 
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1.1.2   収容及び輸送条件 

1.1.3   屠殺施設及び手順 

1.1.4   抗生物質及びホルモンの使用 

1.2    動物福祉基準には、「Animal Welfare Approved」、「Certified Humane Program」、

「Food Alliance Certified」及び「Global Animal Partnership 5-Step Animal Welfare 
Rating Program」を含める場合がある。 

1.3    この割合は、第三者の動物福祉基準の認証を受けた動物性タンパク質生産の重量を、動物

性タンパク質生産の総重量で除して計算しなければならない。 

1.3.1      生産の重量は、枝肉重量又は小売重量（企業が加工済みの動物又は動物製品を調

達した場合）を用いて計算しなければならない。 

3      企業は、自身の開示の作成のために用いられた認証を開示しなければならない。 

3.1 関連性がある基準には、「 Humane Farm Animal Care 」、「 Global Animal 
Partnership」、「A Greener World」、「RSPCA Assured」、「Better Animal 
Welfare」及び「Farm Animal Responsible Minimum Standards （FARMS Initiative）」

によって推奨されるその他の認証プログラムを含める。 

3.2 企業は、自身の事業又はサプライ・チェーンにおいて、第三者によって検証されていな

い動物福祉基準（例えば、企業、貿易団体又は顧客により執行されるもの）を用いる場

合には、どの基準が用いられているかを特定しなければならない。 

3.3 企業は、複数の認証を用いる場合、認証別に情報を分解しなければならない。 

4 2    開示の範囲には、企業が販売のために提供するすべての動物性タンパク質生産が含まれる。これ

は、企業が所有し事業を営む施設、並びに企業が動物生産を委託している施設（例えば、独立

した生産者）及びレンタルしている施設からの動物性タンパク質を含む。 

3       企業は、生産が認証を受けている動物福祉基準を開示する場合がある。 

4     企業は、その事業又はサプライ・チェーンで導入する、第三者による検証を受けていない追加的

な動物福祉基準（例えば、企業、業界団体又は顧客によって執行されるもの）について説明す

る場合がある。 

FB-MP-410a.4. 目標、手続及びバリュー・チェーンの統合を含む、動物福祉戦略の記述 

1 企業は、自身の短期、中期及び長期の動物福祉戦略に関する情報、並びに自社が所有し契約する

施設において種に適した福祉を確保するために用いる手続及び実務に関する情報を開示しなけれ

ばならない。 

1.1 企業は、動物福祉の懸念から生じるリスク及び機会に対してどのように識別し対応する

かについて記述しなければならない。これは、次のようなものがある。 

1.1.1 動物の動きを制限するケージやストールの使用又は高密度飼養 

1.1.2 脚の障害、骨の脆弱化及び早期死亡などの健康課題につながる繁殖実務 
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1.1.3 効果的な疼痛管理なしで実施される身体的処置（例えば、去勢、断尾、くちば

しの切除及び除角） 

1.1.4 不適切な輸送条件又は長い移動時間による傷病又はストレス 

1.1.5 苦痛を伴う、不安定な又は不十分な気絶処理を伴う屠殺方法 

1.2 関連性がある手続及び実務の例には、次のものが含まれる可能性がある。 

1.2.1 生産者又は供給者との契約における基準及び目標の使用 

1.2.2 検証メカニズム（例えば、監査、自己評価又は第三者認証） 

1.2.3 サプライヤーのパフォーマンスを改善させたり、移行を支援したりするための

エンゲージメント・メカニズム 

2 企業は、動物の健康及び福祉に関連して設定した目標に関する情報を開示しなければならない。 

2.1 開示を作成するにあたり、企業は、動物の健康と福祉に関する企業の目標に関連する

IFRS S1 号第 51 項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 

FB-MP-410a.5. 疾病管理の戦略を含む、バイオセキュリティに関連するリスク及び機会

の記述 

1 企業は、バイオセキュリティに関連する自身のリスク及び機会を記述し、疾病管理の自身の戦略

に関する情報を開示しなければならない。 

1.1 関連性があるリスク及び機会は、現在又は潜在的な疾病の集団発生、企業の事業又は施

設の種類又は構造、企業が事業を営む地域、及び適用される法域の法令に関連する場合

がある。 

1.2 関連性がある疾病管理の戦略には、疾病の集団発生を予防し制御するための方針、プロ

グラム及び手続、サプライヤーとの対話、従業員の研修、並びに家畜の健康を維持する

ために行うその他の活動を含める。 

2 企業は、バイオセキュリティに関連するリスクをどのようにモニタリングしているかに関する情

報を開示しなければならない。これは、地域の規制又は「世界動物保健機関（World 
Organisation for Animal Health）」のリストに記載された疾病に従って届出対象疾病

（notifiable disease）をモニタリングしているかを含む。 

2.1 届出対象疾病（notifiable disease）は、企業が法域の当局に報告することが求められて

いる疾病である。 

3 報告期間中に疾病の集団発生があった場合、企業は、汚染がもたらした自身の製品の購入に対す

る制限、及び当該事案が報告期間において企業の財政状態、財務業績及びキャッシュ・フローに

どのような影響を与えた（affect）かを記述しなければならない。 

3.1 影響（effects）には、修復コスト、生産損失、サプライ・チェーンの断絶（disruption）
及びさらなる事案を防ぐために行った投資を含める場合がある。 
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製品イノベーション 

トピックサマリー 

多くの市場の消費者は、食品の環境及び社会へのインパクトにこれまで以上に懸念を高めており、温

室効果ガス排出及び動物福祉などの問題に関連する懸念により食生活を変更している。「食肉、家禽

及び乳製品」産業に属する企業は、植物由来、発酵由来及び培養タンパク質を含む革新的な製品の開

発又は投資をこれまで以上に行うようになっている。製品ポートフォリオを拡大する企業は、温室効

果ガス排出、土地劣化及び水使用に関連するリスクを緩和することができる。また、代替タンパク質

製品に対する需要の拡大は、企業にとって売上の増加又は市場シェアの確保及びブランドの評判の改

善についての機会をもたらす。 

指標 

FB-MP-410b.1. サステナビリティ関連のリスク及び機会に対処するための食品製品にお

けるイノベーションの使用 

1 企業は、サステナビリティ関連のリスク及び機会に対処するために食品製品におけるイノベーシ

ョンを用いる自身の戦略に関する情報を開示しなければならない。 

1.1 食品製品におけるイノベーションには、原材料（raw materials）、原材料（ingredients）
又は食品加工におけるイノベーションを含める。 

1.2 関連性があるリスク又は機会は、消費者の嗜好、原材料（ingredients）の価格及び供給、

又は温室効果ガス排出、動物福祉、資源枯渇、食品廃棄物並びにサプライ・チェーンに

おける環境及び社会問題のような問題に関連する規制から生じる場合がある。 

1.3 サステナビリティ関連のリスク及び機会に対処するための食品製品におけるイノベーシ

ョンの使用には、次の事項を含める。 

1.3.1 植物由来、栽培由来、発酵由来又は昆虫由来のタンパク質製品など、革新的な

製品の導入又は促進 

1.3.2 既存製品の段階的な廃止、既存製品の代替又は生産における代替原材料

（ingredients）の使用を含む、既存製品の組成変更 

2 関連性がある戦略の側面には、次の事項を含める可能性がある。 

2.1 新たな原材料（raw materials）、原材料（ingredients）又は包装のための研究開発への

投資 

2.2 企業の持続可能な製品の提供を拡大するための買収又はパートナーシップ 

2.3 持続可能な又は代替的な原材料（ingredients）を識別するための、設計段階又は研究開

発への投資 
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2.4 公益団体又は学術機関など、同業他社又はその他の組織とのパートナーシップ 

3 企業は、自身の戦略を導入するために必要な活動及び投資を開示しなければならない。 
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アニマル・サプライ・チェーンの環境及び社会へのインパクト 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業の企業は、さまざまな契約農家及びサプライヤーに依拠している。こ

の産業のサプライ・チェーンにおける環境及び社会へのインパクトには、森林破壊、土地利用及び廃

棄物管理、取水、動物福祉、抗生物質の使用並びに食品安全に関連するものが含まれる。アニマル・

サプライ・チェーンに関連する環境及び社会リスクは、そのすべてが売上高及び市場シェアを減少さ

せる場合があるが、企業によるその管理は、望ましい価格での動物の安定した調達を確保し、風評被

害を防ぐために重要（critical）である。 

指標 

FB-MP-430a.1. 保全計画要件を実施しているサプライヤーからの家畜の割合 

 企業は、適用される法域の保全計画要件により牧草地及び放牧地を管理するサプライヤーから調

達した家畜の重量の割合を開示しなければならない。 

1.1 この割合は、適用される法域の保全計画要件を導入するサプライヤーから調達した家畜

の生体重を、企業が調達した家畜の総生体重で除して計算しなければならない。 

1.2 「保全計画」は、土壌、水、大気及び関連する動植物資源を含む、天然資源の持続可能

な管理を促進することを意図した法域の基準又は規制と定義する。 

 開示の範囲には、生きた動物の在庫の変動を調整した、報告期間中に企業が購入した家畜を含め

る。 

 企業は、計算に使用した法域の基準又は規制を開示しなければならない。 

FB-MP-430a.2. 動物福祉基準を満たすことが検証されたサプライヤー及び契約生産施設

の割合 

 企業は、動物福祉基準に従って事業を営んでいることが検証されたサプライヤー及び契約生産施

設の割合を開示しなければならない。 

1.1 動物福祉基準は、牛肉、豚肉又は家禽の生産における次の1つ以上の側面に関連する基準

と定義する。 

1.1.1 動物の処理及び取扱い 

1.1.2 収容及び輸送条件 

1.1.3 屠殺施設及び手順 

1.1.4 抗生物質及びホルモンの使用 
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1.2 動物福祉基準には、企業がそのサプライ・チェーンにおいて開発し執行するもの、業界

団体によって開発され執行されるもの、又は第三者によって開発され執行されるものを

含める。 

1.3 第三者の動物福祉基準には、「Animal Welfare Approved」、「Certified Humane 
Program」、「Food Alliance」及び「Global Animal Partnership 5-Step Animal 
Welfare Rating Program」を含める場合がある。 

1.4 この割合は、動物福祉基準に従って事業を営んでいることが検証されたサプライヤー施

設の数を、サプライヤー施設の総数で除して計算しなければならない。 

 開示の範囲には、企業が動物生産を委託する企業（例えば、独立した生産者）によって運営され

る施設及びその他の動物性タンパク質を企業に供給する施設（例えば、企業による処理のため）

を含める。 

 企業は、生産が認証を受けている動物福祉基準を開示する場合がある。 

 企業は、その事業又はサプライ・チェーンで導入する、第三者による検証を受けていない追加的

な動物福祉基準（例えば、企業、業界団体又は顧客によって執行されるもの）について説明する

場合がある。   
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環境サプライ・チェーン管理 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、多くの原材料を長大なサプライ・チェーンにわたっ

て国際的に調達している。特定の価格で原材料を調達する企業の能力は、供給の利用可用性によって

変化する。供給の利用可用性は、気候変動、水ストレス、土壌の質、生物多様性、生態系サービスの

利用可能性などの環境要因の影響を受ける（affected）可能性がある。これらのリスクの一部は、企

業のサプライ・チェーンにおける事業のインパクトとより直接関連している。その一方で、本質的に

グローバル又は地域的なものであるため、独立して存在しているものもある。環境へのインパクトは、

規制の強化をもたらすか又は企業の評判及び事業の社会的なライセンスに影響を与える（affect）可

能性がある。より広範な環境リスクは、収益性に影響を与える（affecting）原材料供給及びコストの

変動をもたらす可能性がある。資源集約的又は環境に敏感な原材料は、将来的に継続的な価格変動及

び供給の混乱の対象となり、一部のリスクを増幅（compound）させる場合がある。反対に、サプラ

イヤー又は先住民族を含む地域社会と協力して、サプライ・チェーンにおける家畜の持続可能性を改

善する企業は、そのようなリスクにより適応できる。 

指標 

FB-MP-430b.1. 森林破壊又は転換がないと決定された、調達した(1)家畜及び(2)家畜飼料

の割合（進捗をモニタリングするために設定された目標を含む。） 

1 企業は、森林破壊又は転換がないと決定された自身の調達した(1)家畜の生体重の割合を開示しな

ければならない。 

1.1 森林破壊は、一時的又は永続的な森林地帯の非森林地帯への人為的な転換と定義される。 

1.2 転換は、自然の生態系を別の用途に変更すること、又は自然の生態系の種組成、構造若

しくは機能の深刻な（profound）変化と定義される。 

1.3 開示は、森林破壊又は転換の一因となることが分かっており、企業のビジネスにとって

重要な（important）家畜の種類に限定される。 

1.4 企業は、家畜の種類別に情報を分解しなければならない。 

2 企業は、森林破壊又は転換がないと決定された、自身の調達した(2)家畜飼料の重量の割合を開示

しなければならない。 

2.1 調達した家畜飼料には、トウモロコシ及び大豆など、家畜飼料を生産するために調達さ

れた農産物を含める。 

2.2 企業は、製品の種類別に情報を分解しなければならない。 
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2.3 開示は、森林破壊又は転換の一因となることが分かっており、家畜飼料の生産における

最大の費用項目を構成するもの、又は企業のビジネスにとって重要な（important）調達

した製品に限定される。 

3 企業は、自身の調達した家畜及び家畜飼料が、森林破壊又は転換がないと決定するために用いた

評価方法を記述しなければならない。評価方法には、モニタリング、認証、近年において転換が

ないかごくわずかである低リスク法域からの調達、及び検証済みのサプライヤーからの調達を含

める。 

3.1 企業は、評価方法を選択した理由を開示し、自身の方法論における限界を識別しなけれ

ばならない。 

4 企業は、自身の評価において設定しているトレーサビリティのレベル（国、地域、地方、又は具

体的な原産地）を開示しなければならない。 

5 企業は、森林破壊又は転換に関連する自身の戦略的目標（goals）の達成に向けた進捗をモニタ

リングするために設定した目標、及び法令により達成することが要求されている目標に関する情

報を開示しなければならない。 

5.1 この開示を作成するにあたり、企業は、企業の森林破壊又は転換の目標に適用される

IFRS S1 号第 51 項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 

5.2 企業は、自身の目標を達成するために必要な自身の調達又は評価実務の変更に関する情

報を開示しなければならない。 

FB-MP-430b.2. サプライ・チェーンにおける自然及び気候に関連する物理的リスクに敏

感な、優先的に調達される家畜及び家畜飼料 

1 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクに対して敏感な自身の優先的に調達される家畜及

び家畜飼料を開示し、これらのコモディティの自身の調達がそのようなリスクによって、どのよ

うに合理的に影響を受ける（affected）可能性があるかについて記述しなければならない。 

1.1 優先的に調達される家畜及び家畜飼料は、第三者から購入し企業の最大の費用を構成す

る家畜及び家畜飼料又は自身のビジネス・モデルに不可欠であると企業が識別した家畜

及び家畜飼料と定義される。 

1.1.1 調達される家畜飼料には、トウモロコシ及び大豆など、家畜飼料を生産するため

に調達された農産物を含める。 

1.2 自然及び気候に関連する物理的リスクが、企業が短期、中期又は長期にわたり望ましい

価格で又は希望数量でコモディティを調達する能力に影響を与える（affect）と合理的に

見込み得る場合、調達される家畜及び家畜飼料は当該リスクに対して敏感である。 

1.3 関連性がある自然及び気候に関連する物理的リスクには、気候変動、異常気象、干ばつ、

洪水、水ストレス、暴風雨、土壌の健全性の劣化、生態系の変化又は生物多様性の喪失

を含める場合がある。 
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2 企業は、それぞれの環境リスクについて、自然及び気候に関連する物理的リスクの影響（effects）
が生じると合理的に見込み得る時間軸（短期、中期又は長期）を特定しなければならない。 

2.1 企業は、「短期」、「中期」及び「長期」をどのように定義し、これらの定義が戦略的

意思決定に用いる計画期間とどのようにつながるかについて説明しなければならない。 

3 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクに対して脆弱な優先される家畜及び家畜飼料に依

存している自身の製品又は製品カテゴリーを開示しなければならない。 

4 企業は、識別した環境リスクを考慮して、環境関連の変化、進展及び不確実性に対する自身の戦

略、ビジネス・モデル及びサプライ・チェーンのレジリエンスについて記述しなければならない。 

5 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクを緩和するために用いる戦略について記述しなけ

ればならない。これは、自身のサプライヤーの多様化、代替作物又は代用作物の研究開発への投

資、及び代替製品又は製品配合の開発を含む場合がある。 

FB-MP-430b.3. 文書化された養分管理計画を導入し維持する農場から調達した家畜の割

合 

1 企業は、文書化された養分管理計画を導入し維持する農場から発生する、自身の調達した家畜の

生体重の割合を開示しなければならない。 

1.1 養分管理計画とは、堆肥の生成、収集、処理、保管及び農業利用に対処する、文書化さ

れた管理実務をいう。 

1.2 この割合は、文書された養分管理計画を導入し維持する農場から調達した家畜の総生体

重を、報告期間中に企業が購入した家畜の総生体重で除して計算する。 

2 開示の範囲は、契約に基づく動物生産（例えば、独立した生産者）及び企業に動物性タンパク質

を供給する事業による動物性タンパク質に限定される。 

FB-MP-430b.4. 集中家畜飼養事業から調達した動物性タンパク質の割合 

1 企業は、集中家畜飼養事業から調達した動物性タンパク質の生体重の割合を開示しなければなら

ない。 

1.1 集中家畜飼養事業は、密集した又は限られた場所における家畜飼養実務と定義される。こ

れは、家畜を最大限に生産するために、化学物質などのインプットが必要である。 

1.1.1 集中家畜飼養事業は、集約畜産（ intensive farming）、資源集約的畜産

（ resource-intensive animal production ） 、 又 は 高 密 度 家 畜 飼 養 事 業

（concentrated animal feeding operations）と呼ばれることもある。 

1.2 企業は、集中家畜飼養事業について法域の定義を用いる場合、用いる定義を開示しなけれ

ばならない。 

1.3 当該割合は、集中家畜飼養事業を用いて第三者の農場から購入した動物性タンパク質の生

体重を、第三者から購入した動物性タンパク質の総生体重で除して計算する。 
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2 この範囲は、契約に基づく動物生産（例えば、独立した生産者）、及びその他の方法で企業にタ

ンパク質を供給する事業（例えば、企業による処理のため）からの動物性タンパク質に限定され

る。 

3 企業は、集中家畜飼養事業に関連するリスクを緩和するために、自身のサプライヤー又は契約者

とどのように関与しているかに関する情報を含めなければならない。 
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社会サプライ・チェーン管理 

トピックサマリー 

「食肉、家禽及び乳製品」産業に属する企業は、家畜及び飼料作物を含むさまざまな原材料を調達す

るため、グローバル・サプライ・チェーンを管理する。企業が社会的問題についてサプライヤーを選

別しモニタリングし関与する方法は、企業が安定した供給を維持し、価格変動を管理する企業の能力

に影響を与える（affects）。バリュー・チェーンにおける企業から比較的遠くにある問題であっても、

労働条件、倫理、汚職、又は先住民族を含む地域社会へのインパクトに関連するサプライ・チェーン

管理の問題は、事業を営むための企業の社会的ライセンスにダメージを与え、規制上の罰金又は長期

的な事業コストの増加につながる場合がある。社会リスクの一部は、特定のコモディティ又は地域に

特有である。その一方で、より一般的なものもある。地域の規制及び執行は法域によって大きく異な

り、企業及びそのサプライヤーにとって追加のガバナンス上の課題を生む。食品サプライ・チェーン

の複雑性により、企業はこれらのリスクを識別し評価するために、トレーサビリティ・システムに投

資することが多い。企業はまた、新たな市場機会を獲得するために、認証（certification）を取得す

ることもできる。企業は、労働慣行を改善し、サプライ・チェーンのレジリエンスを強化し、レピュ

テーション・リスクを緩和するために、サプライヤー及び農場コミュニティと対話することができる。 

指標 

FB-MP-430c.1. サプライ・チェーンにおける労働条件及び地域社会へのインパクトを管

理するためのプロセス、統制及び手続（人権デュー・デリジェンスを含む。） 

1 企業は、人権及び環境デュー・デリジェンスなど、次に関連するサプライ・チェーンにおける問

題をモニタリングし、管理し、監督するために企業が用いるプロセス、統制及び手続に関する情

報を開示しなければならない。 

1.1 労働条件、職場の安全、労働者の権利、強制労働、現代奴隷制及び児童労働 

1.2 先住民族を含む地域社会へのネガティブなインパクト（汚染、移住及び資源の剥奪又は

枯渇など） 

1.3 汚職及び適用される法域の法令遵守 

1.4 国際的に認知された枠組みにおいて定められた権利及び規範 

2 サプライ・チェーンにおける労働条件及び地域社会へのインパクトをモニタリングし、管理し、

監督するためのプロセス、統制及び手続には、次のものを含める。 

2.1 責任ある企業行動、並びに国際的に認知された権利及び規範の尊重を方針及び管理シス

テムに組み込むもの 

2.2 サプライ・チェーンの事業及び取引関係から生じる労働者、利害関係者及び地域社会へ

の負の（adverse）インパクトを識別し、評価するもの 
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2.3 サプライ・チェーンにおける労働者及び社会への潜在的な又は実際の負の（adverse）イ

ンパクトを停止、防止又は緩和するもの 

2.4 適用及び結果を追跡するもの 

2.5 インパクトへの対処方法を伝達するもの 

2.6 適切な場合は、修復を提供するか又は協力するもの 

2.7 先住民族との対話にあたり、自由意志に基づく、事前の、十分な情報に基づく同意（又

は協議）プロセスの利用を促進するもの 

3 企業は、サプライ・チェーンにおける労働者及び社会への潜在的な又は実際の負の（adverse）
インパクトの防止、緩和及び修復に対して、サプライヤーがインセンティブ及び報酬を受けてい

るかどうかを開示しなければならない。 

4 企業は、サプライ・チェーンにおける労働者による採用手数料の支払いを禁止する方針を有して

いるかどうかを開示し、有している場合は、当該方針が執行されるメカニズムを記述しなければ

ならない。 

5 企業は、次の事項を識別しなければならない。 

5.1 サプライ・チェーンにおける労働条件及び地域社会へのインパクトを監督する責任を負

うガバナンス機関又は個人 

5.2 ガバナンスのプロセス、統制及び手続における経営者の役割。これは、当該役割が特定

の経営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会に委任されているかどうか、及びどの

ように監督が実施されているかについての情報を含む。 

5.3 この開示を作成するにあたり、企業は、自身のバリュー・チェーンにおける労働条件及

び地域社会へのインパクトのガバナンスに関連する IFRS S1 号第 26 項から第 27 項の要

求事項を適用しなければならない。 

FB-MP-430c.2. サプライ・チェーンにおける製品の経路を追跡する国際的に認知された

基準によって認証された、調達した家畜飼料の割合 

1 企業は、サプライ・チェーンにおけるコモディティの経路を追跡する国際的に認知された基準に

よって認証された、自身の調達した家畜飼料の重量の割合を開示しなければならない。 

1.1 企業は、それぞれのケースにおいて、用いた基準、及び当該基準に関連する種類が複数

ある場合は、その認証の種類を識別しなければならない。 

1.2 企業は、製品別に情報を分解しなければならない。 

2 企業は、企業が用いる認証基準を選択した自身の根拠を説明しなければならない。 

3 国際的に認知された基準の例には、次のものを含める。 

3.1 「Bonsucro」 
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3.2 「Fairtrade International」 

3.3 「持続可能なパーム油のための円卓会議」（RSPO） 

3.4 「責任ある大豆に関する円卓会議」（RTRS） 

3.5 「Rainforest Alliance」 

3.6 「SA8000」 

4 企業は、サプライ・チェーンにおいて製品の経路を追跡する国際的に認知された基準の認証をサ

プライヤーに取得させるための改善プロジェクトについて記述しなければならない。 

FB-MP-430c.3. 過去3年間に独立した第三者による監査又は検証の対象となった高リス

ク・サプライヤーの割合、並びに不適合及び是正措置の記述 

1 企業は、報告日以前の 3 年間に少なくとも 1 回、独立した第三者による監査又は検証の対象とな

った自身の高リスク・サプライヤーの割合を開示しなければならない。 

1.1 高リスク・サプライヤーとは、強制労働又は現代奴隷制、児童労働、国際的に認知され

た権利及び規範に対するその他の違反、先住民族を含む地域社会へのネガティブなイン

パクト、又は現地法若しくは企業のサプライヤー行動規範に対する深刻な（serious）違

反のリスクが高まったレベルにあると企業が判断した、バリュー・チェーンを通じたサ

プライヤーと定義される。 

1.1.1 企業は、高リスク・サプライヤーを識別する方法に関する情報を開示しなけれ

ばならない。 

1.2 独立した第三者による監査又は検証は、サプライヤーの施設が、関連性がある原則、方

針及び規制を遵守していることを決定するために、独立した外部組織がサプライヤーの

施設を訪問し、記録をレビューすることと定義される。 

2 企業は、自身の監査又は検証の方法論及び規準（criteria）（例えば、経営システムの調査、労

働者へのインタビュー、経営者へのインタビュー、文書レビュー及び観察）を開示しなければな

らない。 

3 企業は、監査又は検証の遵守を測定した基準又は行動規範を開示しなければならない。 

4 企業は、不適合及び是正措置に関する情報を開示しなければならない。これは、不適合が生じた

サプライ・チェーンのレベル（Tier 1、Tier 2 若しくはその他、又は地域別）、優先度の高い不

適合を解決するための時間軸、是正措置が成功したかどうかの評価、及びサプライ・チェーンの

透明性を高め、サプライヤーの能力を構築するための取組み（efforts）の記述を含む場合がある。 

4.1 優先度の高い不適合は、最も深刻さ（severity）が高い不適合と定義し、監査人又は検証

人によるエスカレーションが要求される。優先度の高い不適合には、未成年の児童労働

者、強制労働若しくは現代奴隷制、生命の危険又は重傷を直ちに引き起こす可能性があ

る健康上及び安全上の問題、又はコミュニティに深刻（serious）かつ即時の危害を引き
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起こす可能性がある環境実務の存在を確認する。優先度の高い不適合には、規範の要求

事項又は法令の重要性がある（material）違反若しくはシステム上の違反を含める。 
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動物及び飼料の調達 

トピックサマリー 

食肉、家禽及び乳製品企業は、動物種に応じて、さまざまなサプライヤーから動物及び動物飼料を調

達している。この産業が望ましい価格で動物及び動物飼料を確実に調達できる能力は、気候変動、水

不足、土地管理及びその他の資源不足の考慮事項によって影響を受ける（affected）場合がある。資

源集約度が低く、気候変動及びその他の資源不足リスクへの適応を積極的に管理するサプライヤーを

選択して協力する企業は、価格変動及び供給断絶を軽減できる場合がある。さらに、企業はブランド

のレピュテーションを高め、新しい市場機会を開拓する場合がある。調達リスクを効果的に管理でき

なければ、資本コストが高くなり、マージンが減少し、売上成長率が抑制されることにつながる場合

がある。 

指標 

FB-MP-440a.1. 「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域から調

達した動物飼料の割合 

 企業は、「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域から調達した動物飼料

の割合を開示しなければならない。 

1.1 動物飼料には、大豆ミール、コーンミール及びその他の穀物、並びに家畜に提供するそ

の他の飼料を含めるが、飼い葉は除外する。 

 開示の範囲には、企業が栽培した飼料又は製造した飼料及び企業が購入した飼料を含めなければ

ならない。 

 この割合は、「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域から調達した動物

飼料の重量を、企業が調達した動物飼料の総重量で除して計算しなければならない。 

3.1 企業は、「世界資源研究所」（WRI）の「水リスク・アトラス」（Water Risk Atlas）
ツールである「Aqueduct」によって、「ベースライン水ストレス」が「高い（40〜
80％）」又は「極めて高い（>80％）」と分類された場所から調達した動物飼料を識別し

なければならない。 

FB-MP-440a.2. 「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域にいる

生産者との契約の割合 

 企業は、「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域にいる生産者との契約

の割合を開示しなければならない。 

1.1 契約生産者（又は栽培者）は、企業が契約を締結している当事者であり、これに基づい

て、当該当事者は通常、支払の見返りとして、企業が所有する家畜のための施設、労働

力、設備及び世話を提供することに同意する。 
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 この割合は、水ストレス地域にいる企業に関連する契約金額を、動物性タンパク質の契約生産に

関連する契約総額で除して計算しなければならない。 

2.1    企業は、「世界資源研究所」（WRI）「水リスク・アトラス」（Water Risk Atlas）ツー

ルである「Aqueduct」によって、「ベースライン水ストレス」が「高い（40〜80％）」

又は「極めて高い（>80％）」と分類された場所で取水し水消費する契約生産者を識別し

なければならない。 

FB-MP-440a.3. 気候変動によって飼料調達及び家畜供給にもたらされる機会及びリスク

を管理する戦略についての説明 

 企業は、気候変動シナリオによって飼料調達及び家畜供給にもたらされるリスク又は機会につい

て説明しなければならない。 

1.1   飼料調達のリスク及び機会には、動物飼料生産の栽培、製粉及びその他の処理、並びに輸

送段階におけるものを含める。 

1.2   家畜生産のリスク及び機会には、生きた動物及び処理された動物性タンパク質製品の繁殖、

放牧、肥育場、屠殺、処理並びに流通及び輸送を含む、動物性タンパク質を市場に投入す

るすべてのライフ・サイクル段階に影響を与える（affecting）ものを含める。 

 企業は、気候変動によって生じるリスクを識別する場合がある。これには、水の入手可能性、放

牧地の質の変化、病気の移動及びより頻繁に起こる異常気象を含める場合がある。 

 企業は、気候変動シナリオがどのように顕在化するか（例えば、それらが企業のサプライ・チェ

ーンに影響を与える（affect）時点で）、それぞれの種類の飼料（例えば、大豆ミール、コーン

ミール及びその他の穀物、又は干し草）又は家畜（例えば、肉用牛、乳用牛、豚又は家禽）にど

のように影響を与える（affected）場合があるか、及びその他の事業の状況（例えば、輸送及び

物流又は物理的インフラ）にどのように影響を与える（affected）かについて説明する場合があ

る。 

 企業は、気候変動のインパクトを評価しモニタリングする取組み（efforts）、及びリスクに適応

するか又は機会を認識するための関連戦略について説明しなければならない。 

4.1 飼料について、戦略には、保険の利用、ヘッジ手段への投資、サプライ・チェーンの多

様化、並びに生態系及び生物多様性の管理を含める場合がある。 

4.1 家畜について、戦略には、保険の利用、ヘッジ手段への投資、サプライ・チェーンの多

様化、生態系及び生物多様性の管理、並びに耐性のある家畜品種の開発を含める場合が

ある。 

 企業は、リスク及び機会が実現する蓋然性、財務的結果及び事業状況への影響（effect）の可能

性がある規模、及びそのようなリスク及び機会が顕在化すると見込まれる時間軸について説明す

る場合がある。 

 企業は、気候変動シナリオを開発するために用いる方法又はモデルについての説明を含める場合

がある。これには、グローバル・グリッド・クロップ・モデル（global gridded crop model）又

は政府及び非政府組織によって提供される科学的研究（例えば、「気候変動に関する政府間パネ

ル 気候シナリオ・プロセス」）の使用を含める。 
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 開示の範囲には、企業の事業に対する気候変動の影響（impact）を含めるが、企業の戦略並び

に事業を通じて発生する温室効果ガス（GHG）排出の緩和に関連するリスク及び機会は除外す

る（FB-MP.110a.2 で対処されている。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


